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ABBREVIATIONS / 略称一覧
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BRI 一帯一路構想 
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FOIP 自由で開かれたインド太平洋
GDP 国内総生産
GPS 全地球測位システム 
HADR 人道支援活動・災害救援
ICT 情報通信技術
IMET 国際軍事教育訓練 
IT 情報技術
MEU 海兵遠征部隊
MOOTW 戦争以外の軍事作戦
NDRC 中華人民共和国国家発展改革委員会
ODA 政府開発援助
PLA 中国人民解放軍
PLAAF 中国人民解放軍空軍
PLAMC 中国人民解放軍海軍陸戦隊 
PLAN 中国人民解放軍海軍
PRC 中華人民共和国
PSC 民間軍事会社
RO-RO ローロー船（ロールオン・ロールオフ）
SCO 上海協力機構 
SEZ 経済特区 
SLOC シーレーン 
SOE 国有企業
UNSC 国際連合安全保障理事会
USIDFC 米国国際開発金融公社
VFA 訪問米軍に関する地位協定
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FOREWORD / 序文
インド太平洋地域の途上国がインフラ融資と開発を切実に必要としていることは紛れもない事実
だ。中国政府が打ち出した一帯一路構想（BRI）はその必要性に応えようと試み、宇宙、デジタル、ヘ
ルスケアの分野にも拡大してきた。中国主導部は、BRIは「ウィンウィン（双方が満足する）」な開発ツ
ールであり、戦略的目的はないと表明しているが、相手国を含め世界中に広がっている疑いと懸念
は完全には払拭されていない。

こうした状況を踏まえ、アジア・ソサエティ政策研究所（ASPI）は2019年にレポート「一帯一路構想
を読み解く(Navigating the Belt and Road Initiative)」を刊行した。同レポートでは、BRIがインフラ融
資や開発における重大なギャップを埋める一方で、財政、商業、社会、環境の面で持続可能性が疑わ
れる事業が多々あることを指摘した。BRIの規模と領域を考慮すると、基準や慣行を少し改善するだ
けでもプロジェクト受入国は多大な恩恵を受けることになる。ASPIは、インフラ開発における国際社
会と中国のベストプラクティスを組み入れることで、BRI事業全体の持続可能性が大幅に高まること
を強調した。

しかし、強引さを増す中国の外交政策と継続した軍民融合の推進を前に、プロジェクト受入国や国
際社会では、一部のBRI投資案件には別の目的もあるのではないかとの懸念が高まっている。米国
や日本をはじめとする各国は中国の隠された動機、商業と軍事双方でのBRI事業の潜在能力、そし
てその戦略的意味合いに対する警戒感を強めている。

中国の急速な軍近代化計画、海軍と空軍をいたる地域に配備し、積極的な自己主張を強める姿勢、
さらには世界中の港湾へのアクセスに対する飽くなき渇望を受けて、欧米諸国の間ではBRIが中国
の安全保障政策に果たす役割に対する警戒感が強まっている。さらに、北斗衛星測位システムの打
ち上げによる宇宙への進出やデジタル・シルクロードによるデジタル分野への拡大を機に、中国がど
のようにBRIの技術的特性を利用してプロジェクト受入国への影響力を強めるのか、あるいは軍事
的優位を獲得するのかという疑問も浮上している。特に疑念の対象となるのは、インド洋の重要な
貿易ルート沿いに位置し、商業的施設というよりも潜在的な海軍基地として相応しく見える、過剰に
建築され全面稼働していないであろう港湾である。

こうした文脈を踏まえ、ASPIはインド太平洋地域における複数のBRIインフラ計画を精査し、BRIの
軍事的および戦略地政学的側面について考察した。今回の試みは、中国にとって生命線となる補給
ラインに位置するBRI事業に関する軍事的意図、関与、利益について事実に基づく客観的な調査を
目指したものだ。本レポートでは昨年刊行した「一帯一路構想を読み解く（Navigating the Belt and 
Road）」など、BRIを分析する現在進行中のASPIの試みを敷衍した。

今回の調査の指揮を執ったのはダニエル・ラッセルASPI副所長である。ラッセルは長年にわたりアジ
ア太平洋地域の外交政策に直接関与し、深く貴重な専門知識に富んでいる。ASPIの経験豊かな研究
員であるブレイク・バーガーと協力して本レポートの完成に尽力した。

シンガポール、オーストラリア、日本、ベトナム、中国、米国で協力していただいた方々、そして貴重な
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時間と知識を我々の試みに役立ててくださった専門家や有識者の皆様に心から感謝を申し上げる。
皆様のご尽力のおかげで、ラッセル率いるチームは綿密な調査に基づく知見に富んだ本レポートに
より、軍民両用能力を持つBRI事業の特性、そしてそれらが中国、アジア地域、米国にもたらす戦略面
と軍事面での潜在的影響を明らかにすることができた。

最後に、本レポートの作成にあたり尽力してくださったカーネギー財団に感謝申し上げる。

ケビン・ラッド 
アジア・ソサエティ政策研究所所長 
第26代オーストラリア首相
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I. はじめに
2013年に中国の習近平国家主席が発表した一帯一路構想（BRI）は、約140カ国と30の国際機関
が参画する巨大な国際的インフラ・プロジェクトだ。1 習国家主席の野心的な目標は世界中にインフ
ラ網を巡らし、貿易、投資、そして中国とのコネクティビティ（連結性）を促進することである。BRIは種
々雑多な事業を含んでおり、その多くはBRIに組み入れられる前から存在する。BRIは陸路の「シルク
ロード経済ベルト」と海路の「21世紀海洋シルクロード」で構成され、エネルギーから、輸送、鉱業、
情報技術（IT）、「スマートシティ」、経済特区（SEZ）にまたがる総額１兆ドル規模の広範なインフラ事
業を包括している。当初の「ワンベルト・ワンロード」構想を補完するプロジェクトとして、現在では「
デジタル・シルクロード」、「一帯一路宇宙情報回廊」、「ヘルス・シルクロード」、「グリーン一帯一路」
が加わっている。BRIのこのような拡大により中国は汎用性のある外交・経済政策の手段、および様
々な流れをひとつにまとめるブランドを手に入れた。 

習国家主席が最も重視しているのは、共産党による支配と国内の治安維持であることに変わりはな
い。しかし、中国の影響力を拡大しグローバル・リーダーとしての地位を確立するという習国家主席
の戦略にとって、BRIは中心的な役割を果たすものだ。BRIの重要性は2017年に中国共産党の党規
約に盛り込まれたことからも明らかだ。BRIによって欧州をはじめとする海外市場への競合諸国より
安く速い製品輸出、および低コストでの天然資源の確保が可能となるため、構造的な経済優位性に
も寄与している。BRIによる競争力強化と安定したエネルギー輸入は、2049年までに強く富んだ社
会を実現する、という中国の長期的な野望を後押しする。  

中国指導部は、BRIが世界の平和と発展を推進する「ウィンウィン」な関係に基づく経済協力政策で
あると繰り返し述べている。2 そのビジョン・ステートメントによれば、BRIは金融、貿易、人的交流の
推進、インフラ融資と発展の差し迫ったニーズへの対応、政策協調の強化、さらには金融統合を目指
している。3 2019年に開催された第2回一帯一路フォーラムにおいて、習国家主席は、BRIは「経済成
長の新領域、国際貿易・投資の新たなプラットフォーム、グローバル経済のガバナンス改善への新し
い道を開いた」と宣言した。4 

港湾は中国経済にとって極め
て重要な意味を持ち、港湾イ
ンフラはBRIの中心要素であ
る。港湾へのアクセスを確保
すれば、産業や国内需要に必
要な物資を輸送でき、自国製
品を効率的に海外市場に展
開できる。港湾とそれに付随
するシーレーンは物資のみな
らずエネルギーの輸送路とし
て極めて重要な戦略的価値
を有しているため、保護する
必要がある。 出典：ウォール・ストリート・ジャーナル
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港湾はBRIの戦略的分野のひとつであり、これ以外にも道路、鉄道、空港、さらにはパイプラインやダ
ムなどのエネルギー施設を含む輸送インフラが戦略的分野に挙げられる。実際、BRIの建設計画全
体の約44%はエネルギー関連事業が占め、これに続くのが輸送インフラ（約30%）である。5 物的イ
ンフラ（ハード面のインフラ）の重要性はいくら強調してもしすぎるということはないが、BRIは地上に
ある資産の集合体にとどまらない。BRIがデジタルや宇宙分野に進出していることは、その包括的な
性格を如実に物語っている。中国はデジタル・シルクロードと宇宙情報回廊を打ち出し、自国の技術
とネットワークへのアクセスを提供することにより、相手国・地域におけるデジタル・コネクティビティ

を強化し、自国の技術基準を推進し、技術大国と
して台頭することを目指している。 

しかし、中国政府はBRIと国防目標との関係を否
定するために手を尽くしており、中国人民解放軍
はBRIにおける自らの役割を目立たせないように
している。軍の幹部はBRI事業には何ら関与して

いないと繰り返し述べている。実際、海外のBRI関連設備の保護は通常、相手国政府、もしくは表向
きは民間の、増え続ける中国の警備会社に任されている。習国家主席は、BRIは経済協力と発展の
ためのもので、軍事的意図はないとの主張を再三繰り広げている。2019年にのみ、中国の国防相が
海外に向けて、中国軍は「BRIの枠組みの中で」海外諸国の軍隊と友好的な協力関係を求めていると
だけ明言した。6

しかし、BRIと中国の隠された戦略的意図については深い疑惑がつきまとう。不信感の一部は広い
地域を巻き込む中国の「グレートゲーム」に関係するものだ。政策アナリストや中国研究家は、BRIは
覇権国家としての中国の地位を固めるという中国共産党の野望を推し進める手段である、と定期的
に警告している。7 インドのナレンドラ・モディ首相はBRIによってコネクティビティが促進されると、他
国の主権を損なわれるとの懸念を表明した。8 米国のマーク・エスパー前国防長官は、中国は対外投
資を利用して、他国が最適な安全保障政策を断念せざるをえないよう仕向けていると批判した。9 ま
た、インド太平洋軍司令官フィリップ・デービッドソン氏はBRIを「中国の安全保障政策を推進するた
めの隠れ蓑」と見なしている。10 日本の2019年度版防衛白書は、BRIのインフラ事業によって人民解
放軍がインド洋、太平洋、アフリカ、欧州に進出しやすくなっているとの憂慮を強調した内容となって
いる。11

最後の懸念点は、世界の港湾に対する中国の飽くなき追求（建設、買収、運営など）が無害とはとても
言えないという疑念があることを示している。中国軍の近代化計画と世界各地に派遣経験のある海
軍の存在を考えればなおさらである。中国が所有あるいは運営する多数の港湾施設、特にインド洋
沿岸に建造されたものは、中国の海上戦闘能力を支援するための強力な要塞化された軍事拠点の
環、すなわち「真珠の首飾り」になるのだろうか。

確認されている中国の海外軍事基地のひとつ、人民解放軍が運営するジブチ保障基地は、インド洋と
スエズ運河を結び、欧州市場へのアクセスを可能とする海峡の入り口に位置する。BRI事業の代表例
であるスリランカのハンバントタ港は、長年にわたる投資にもかかわらず船舶に迂回されており、た
とえ利益が出るにしてもはるか先になるとみられる。12 同様に、パキスタンのグワダル港は中国の石
油輸入の生命線に沿ってホルムズ海峡、ペルシャ湾に向かう要所だが、採算に見合うだけの商船が

BRI は、米国やその同盟国を軍事・
商業面で不利にするための、中国

優位の広範な地域エコシステム 
を構築する手段なのだろうか。
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利用していないことは明らかだ。13

こうしたBRI事業の目的が商業的利益の追求ではないとしたら、インド太平洋地域でインフラ資産の
開発を進める中国の真の目的は何であろうか。これらのインフラ資産は政府と軍が戦略面・防衛面
の優先事項を推し進めるために利用するトロイの木馬なのだろうか。このような事業から中国はど
のような軍事的・戦略的優位性と能力を得うるのか。開発と商業の名の下に推進されているにもか
かわらず、これらのインフラ資産は軍民両用の機能性を意図的に兼ね備えていたり、あるいは直ちに
軍事拠点に転用可能であったりするのだろうか。中国はこれまでに港湾事業をBRIから生まれるその
他の様々な影響力と結びつけ、実質的にBRIを自国の強制力と軍事力を強化するための兵器として
利用してきたのだろうか。

BRIのテクノロジーにまつわる回廊に対しても同様の警戒感が見られる。確かに、途上国にとっては
中国の次世代技術・システムを利用してグローバルなデジタル経済に参画できるというメリットは存
在する。しかし、相手国に技術資産を提供することで中国は何を得るのだろうか。デジタル・シルクロ
ードや一帯一路宇宙情報回廊の確立により、どのような軍事・戦略面の優位性を手にするのか。BRI
は、米国やその同盟国を軍事・商業面で不利にするための、中国優位の広範な地域エコシステムを
構築する手段なのだろうか。本レポートはこうした疑問を解き明かすものである。
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II. すべてはウィンウィンの関係： 
BRIについての公式見解
中国は一貫して、BRIが平和的でウィンウィンな構想であり、中国と相手国の双方に恩恵をもたらす
と主張している。また、BRIやそれに含まれる事業の軍事的・国防的な側面を極力目立たせないよう
にしている。2017年には地政学的な意味合いを弱めるため、一帯一路の正式英語訳を「strategy」（
战略）から「initiative」（倡议）にわざわざ変更した。14 また、同じく2017年に開催された一帯一路フォ
ーラムでは、海外からの出席者を前に習国家主席自ら「一帯一路構想を推し進めるにあたり、（中国
は）時代遅れの地政学的な駆け引きに頼ることはしない」と述べ、ほぼ使われなくなった1950年代
の非同盟主義を引き合いに出すところまで踏み込んだ。15 さらに、別のフォーラムで習国家主席は、

「BRIは地政学的同盟あるいは軍事的連盟ではなく、経済協力構想である」と述べた。16  

BRIの戦略地政学的面を目立たなくしようとする中国共産党に足並みを揃え、軍幹部もBRIの事業
設計における軍の役割、および中国が国外で所有・運営する港湾の戦略的利点を極力小さく見せよ
うとしている。17 元人民解放軍海軍少将・副参謀長である張徳順氏は、中国は「他国に軍隊を配備す
る、あるいは中国国外における他国の軍隊の存在を脅かす意図はない」という内容の記事を寄稿し

た。18 こうした主張は、中国が
長年にわたって世界に訴えて
きた平和的姿勢に合致した
ものである。2019年版国防
白書は、中国は「武力侵略と
領土拡張に反対し……これ
までのような覇権を求める大
国のやり方は踏襲せず……
諸外国を脅かしたり勢力圏を
求めたりはしない」と唱ってい
る。19 

中国政府が主張する平和裏
の台頭、他国の主権と領土保
全の尊重、内政不干渉、双方
にとって有益な発展へのコミ

ットメントはいずれもBRIのプ
ラス面を強調するものである。「中国脅威論」を払拭するため、中国政府はさらなる国際的な責任を
担う姿をますます対外的に打ち出している。その意味で、海賊対策、人道支援・災害救援（HADR）、反
テロ活動などを中国が国際社会に公共財を提供している例として打ち出している。

中国が国力増強を平和裏に進めていると世界に納得させる必要があるのは、防衛費ならびに軍事
資産の生産・配備の急増によるところが大きい。中国の実質的な防衛費は1999年の369億ドルから
2019年には推定2,664億ドルへと大幅に増加している。これは米国に次ぐ額であり、日本と韓国を合
わせた防衛費の3倍近くに上っている。20 

北京で開催された、中国が掲げる国際的なインフラ開発構想「一帯一路」のサミット（2019年4月26日）で乾杯する習近平国家主
席。出典：共同通信（2019）
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中国の軍事戦略が国境と近海の防
衛を重視している点に変わりはな
いが、2015年から始まった軍の改
革と近代化を背景に遠隔地での任
務能力を大幅に拡大しており、新た
な軍事資産によって海外への派遣
能力が高まっている。長距離爆撃機
や改良型特殊任務航空機は人民解
放軍空軍（PLAAF）の軍事行動範囲
を拡大している。国内で建造され海
外で活動できる航空母艦や補給艦
を含む新たな海軍の船舶は、本土
防衛に加えて派遣任務にまで軍の
能力を高めている。21 中国の造船所
は最新鋭・高性能の水上戦闘艦や
潜水艦などの新型軍艦を米国やそ
の同盟国を凌ぐペースで建造して
いる。2021年には中国が保有する
軍艦と潜水艦は約124隻に達し、「
ブルーウォーター（外洋）」での任
務遂行には十分と推測される。22 

さらに、造船所は軍の海上輸送能
力を補完するためのロールオン・
ロールオフ（ローロー）商船を多数
建造している。23

中国の平和的意図を懐疑的に受
け取る国々は多い。米国の2017
年版国家安全保障戦略は、中国は
危機の際に米国軍の接近を拒否
し、ならびに平時に米国が重要な
商業区域で自由で活動する能力
を削ぐことを目的に軍備を配備し
ていると述べている。また、中国は

「公然の軍事衝突を引き起こす閾
値を下回りつつも、国際法違反の
ぎりぎりの行為をしている」とも記
し、インド太平洋地域で米国に取っ
て代わり、自国に有利なように秩

序の再構築を目指していると警告している。24 オーストラリアのリンダ・レイノルズ国防大臣は、中国
の急激な軍事近代化、ならびに公には認めていないものの、係争中の南シナ海における継続的な
軍備強化について警告を発した。25 通常は中国の脅迫的行為について批判することに慎重な東南ア
ジア諸国でさえ、南シナ海における中国の動きに懸念を表明している。なかでも、2016年にフィリピ

Others

Turkey

Canada

Australia

Brazil

Italy

South Korea

Japan

Germany

UK

Russia

France

India
Saudi Arabia

China

USA

14%
3.7%3.7%

1.2%
1.0%

3.4%

3.4%

2.7%

19%

2.7%

2.6%

2.4%
1.5%
1.5%
1.5%

36%

TOP 15 COUNTRIES WITH HIGHEST MILITARY 
EXPENDITURE 2019

2019年の軍事支出世界ランキング上位15カ国。出典：ストックホルム国際平和研究所

CHINA’S MILITARY SPENDING

2001
2000

2002
2003

2004
2005

2006
2007

2008
2009

2010
2011

2012
2013

2014
2015

201
6

2017 2018 20
19

 

Curr
ent

 

中国の軍事支出（単位は米ドル。2019年の価格・為替相場を用いた最新年度を除いて、
すべて2018年の価格・為替相場を用いて計算）。出典：ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）

SIPRI military expenditure estimates

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

US
D 

$M
IL

LI
ON

S

300,000



1 2  |  ASIA SOCIETY POLICY INSTITUTE  「兵器化」する一帯一路構想 

ン大統領ベニグノ・アキノ3世は、中国の行為を第二次世界大戦前夜のナチスドイツによるズデーテ
ン地方（旧チェコスロバキア）併合になぞらえて最も痛烈に批判した。26

南シナ海と東シナ海における中国の軍事的野望を懸念する声は多いものの、BRIの軍事的意味合い
について直接言及する政府は少ない。中国パキスタン経済回廊（CPEC）を警戒しているインドはその
中の一つだ。インド洋に沿った一連のBRI事業全体についても、インド政府高官や専門家は安全保障
上の脅威として広く懸念を表明している。27 米国防省が2019年に発表した2つのレポートもこのよう

な警告に触れており、 海外案件を保護する必要が
あるとみられるため、BRI事業は中国の海外軍事
基地の建設に拍車をかけるだろうと警鐘を鳴らし
ている。28

中国は一貫して海外基地の建設計画を否定して
おり、直近ではカンボジアとの間でコッコン港の一部施設を中国海軍が使用するためのリース契約
に合意したとの報道に反論している。29 歴史的に、中国共産党はその拡大主義を避ける言説の元、
海外での軍事基地設置を否定してきた。中国の国防白書は、「中国は軍備拡張を追求しておらず、他
国における軍の駐留や軍事基地の建設も意図していない」と宣言している。30 中国政府の高官は欧
米諸国に向けて「我が国は他国の領土を一片たりとも占拠しておらず、海外に軍事基地も所有して
いない」と繰り返し述べている。31 米国防大学のアナリストは、中国は海外での軍事基地建設は平和
的に台頭する大国としての自国の印象を損ない、経済成長を脅かすとかなり前から危惧してきたと
指摘した。32

だからといって、海外基地建設に関する議論がまったく行われてこなかったわけではない。すでに
2009年には、人民解放軍幹部の一人がGlobal Times（環球時報：人民日報のタブロイド紙）の論説
のなかで、「非同盟の立場をとり、海外に軍を駐留させない、という原則を厳格に解釈することで我
が国が難しい状況に追い込まれれば、あらゆる面で多くの制約を受けることになる」と述べている。33 
翌2010年には、アデン湾の海賊に対処する多国籍作戦に参画した直後、中国の著名な学者は海外
での基地配置はタブーであるべきではないと述べ、「海外での軍事基地の設置は回避すべき考えで
はなく、むしろ、我が国の権利である。諸外国は基地を建設し、これを自国の海外権益の擁護に利用
しているように見える」と主張した。34 その約7年後の2017年に起きた、人民解放軍によるジブチ保
障基地の建設はこの論理に沿ったもので、今後の動向を示す前兆と考えられる。

中国はBRIあるいはその個別事業
について、軍事・防衛の側面を目

立たせないように努めている。
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III. 商業から軍事へ：中国の安全保障戦略の枠組
みにおけるBRI 
中国にとって、習国家主席の指導下で中華民族の偉大なる復興を目指す「中国の夢」の達成は、一貫
したテーマであり主要な原動力を生む目標である。習国家主席は偉大なる国家になるためには、常
に「戦う準備があり、戦闘を行え、必ず勝つ」強力な軍隊が必要であるとも説いた。35 建国以来、中国
の軍事戦略は国土の「積極防衛」を中心にしており、その大前提は、攻撃されて初めて反撃に出ると
いうものである。36 その意味で、海軍の役割は仮想敵国を経済の牽引役たる中国東部沿岸に近寄ら
せないことであった。

中国の軍事近代化の背景にある重要な優先事項かつ推進力のひとつは、台湾の独立を阻止し、最終
的に本土との統一を強いることである。戦略的な脅しの重要性を明白にする形で、2019年の国防白
書は「台湾の独立に反対し、これを封じ込める」と述べるだけでなく、「人民解放軍は台湾を中国か
ら分離させようとする何人をも断固として阻止し、いかなる犠牲を払っても国家の統一を守る」と宣
言している。37 この戦略の重要な部分は中国近海への侵入、ならびに台湾問題に介入しようとする
第三者を制止・阻止し、場合によっては打倒する戦力を育成するという点である。

2004年、「新世紀新段階における軍隊の歴史的使命」のスローガンのもと、当時の胡錦濤国家主席
は中国の海外権益を守り、国際平和と安全保障を擁護する任務を軍に命じ、中国の安全保障権益
がまたがる地理的領域の拡大を宣言した。38 10年経って中国の軍事戦略「情報化戦での勝利」は海
洋領域のさらなる重視を反映し、同時にテクノロジー、データ収集、軍の各部門間の統合作戦の重要
性を強調した内容になった。39 現在の習国家主席を党総書記に選出した2012年の第18回中国共産
党全国代表大会でも、中国は「強力な海洋大国」になる必要があると宣言された。2013年には、海
軍の長年にわたる戦略「近海防御」は「近海防御、遠海防衛」に改訂された。2019年版国防白書「新
時代の中国国防」では、人民解放軍に海洋権益、国家主権、領土保全、国内の結束、宇宙とサイバー
スペースの安全保障上の権益、対
外利権を守るように指示した。40

対外利権の急速な拡大、ならびに
脆弱なシーレーンにエネルギーや
原材料などの輸入を頼っている状
況をみれば、中国のこのような軍
事戦略の進展は理解できるもの
で、戦略的論理とも合致している。
安全保障を強化し、海軍に「近海
防御、遠海防衛」を担わせるため
に、中国はまず国境と沿海の警備
のための軍事力を増強した。次に、
遠洋における海軍の防衛活動に
力を入れ、複数の領域で幅広く前
進し、新たな能力を開拓した。こう 出典：オーストラリア戦略政策研究所
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した段階を経て、人民解放軍は敵対勢力にコストを強要し、他国が第一列島線（千島列島から台湾、
ボルネオ、黄海、東シナ海、南シナ海に至る）に近づき、作戦行動をとることを制限する力を強めた。
新たにマンデートとして加わった遠海防衛は、シーレーンと増大する対外資産を保護するために派
遣能力と訓練の拡大を要請しており、これによって中国軍は第二列島線（日本からグアムを経てイン
ドネシアに至る）にまで海上優勢を確保する意欲を強めた。41

すでに述べたように、このような軍事戦略の拡大は防衛費の劇的な増加に伴って可能となった。この
増加は海洋領域をこれまでより重視する姿勢と足並みを揃えている。2015年以降、防衛予算全体は
約55%伸びているが、海軍向け予算はほぼ82%増大している。42  中国海軍は世界最大の規模とな
り、潜水艦、補給艦、誘導ミサイル艦、駆逐艦、フリゲート艦、さらには航空母艦などの外洋で行動で
きる艦艇の保有数を増やし、遠方での軍事行動能力を高めている。43

しかも、拡充はハード面にとどまらない。中国海軍は第二列島線を越えた領域での人道支援・災害
救助、民間人の救出、海賊対策など幅広い「戦争以外の軍事行動」（MOOTW）にも参加している。活
動領域の拡大に伴い、中国軍は海外に派遣した部隊を補充・支援するための物流システムを必要と
している。一部は軍の資産と活動を通じて行われるが、供給と補給の大半は中国の拡大しつつある
商業用物流ネットワークを利用して実施されている。このシナジーは軍民統合を推し進める複数の
法規の制定によって強化された。これらは具体的には、民間船舶と商業用資産に支援を要請する権
限を軍に与える施策である。詳細は後述する。

中国が米国の戦略を研究していることは明らかで、ある意味、これを自国の実情に合わせて調整して
いるように見える。過去数十年間にわたり政治・経済外交の伝統的な手段を強化し、補うために軍事
外交を用いてきた米国と同じ道を中国は歩み始めている。例えば、武器売却、二国間および多国間で
の軍事演習、教育・訓練プログラムの拡充がこれに当たる。

中国は、BRIプロジェクトあるいはその戦略に含まれている軍事要素を認めることに極めて慎重では
あるものの、安全保障と発展の関係に関しては、これを声高に訴えている。44 国内外の持続的な経済
成長にとって安全保障は不可欠である。元国務委員の楊潔篪氏が述べたように、「戦火でずたずたに
なった不毛の地では木は育たないし、実を結ぶこともない」。他方、経済発展は安定と安全保障を支
える。楊氏は「永続的な安全保障を築くためには、発展と繁栄が排他的であってはならない」とも指
摘した。45 2013年の周辺外交工作座談会の席上、習国家主席は安定と経済成長の関係性を強調し、

「周辺外交」の最大の目的は近隣国の安定を維持し、BRIを通して中国が新たな域内経済秩序を確
立することであると述べ、46 BRIを成功に導くためには、政治面と安全保障面の安定が必要であるこ
とを強調した。後日、習国家主席はシルクロード沿いの国々の中には「紛争、混乱、危機、困難」に直
面しているものもあると警鐘を鳴らし、「共通した包括的・協力的かつ持続可能な安全保障環境を皆
で構築し、共有する」ことが必要だと述べた。47 つい最近では、中国共産党中央党校での演説で、中国
の海外権益、人員、事業を守るために、BRIの安全保障システムを強化する必要があると明言した。48
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IV. 人民解放軍が直面する課題
中国共産党の領土的野心が満たされない限り、中国の近海と遠海の防衛原則の間には本質的な緊
張関係が存在し続ける。共産党の核心的目標としては、必要とあれば武力行使も辞さない上での台
湾統一、南シナ海と東シナ海の一部あるいは全域における主権行使、インドと接する国境の防護な
どがある。このような優先事項があるため、東アジア以外における武力展開に中国が割けるリソー
スが限定される傾向にある。しかし、世界中で中国が関与する投資案件と事業が増えているため、軍
隊、特に海軍は本土から遠く離れた地域でも展開可能になってきている。

2013年に中国の軍事科学院が発表した主要な論文は、「シーレーンと海峡は〈中国〉の経済的およ
び社会的発展の生命線だが、いずれも我が国が保有・支配しているわけではない。海洋で危機や戦
争が勃発した場合、我が国の海上ルートは寸断される恐れがある」との見解を示した。49 この海上ル
ートとは、北アフリカ、中東からホルムズ海峡を通ってインド洋、マラッカ海峡、南シナ海に向かうも
ので、中国の原油輸入の約80%の通り道である。50 さらに広く言えば、中国の国内総生産（GDP）の
40%近くは対外貿易が占めるが、そのうち60%をは
るかに超える部分は海上輸送に依存している。51 エ
ネルギー供給と物資の輸送がシーレーンへの依存
度を増すにつれ、海上供給ラインの脆弱さに対する
中国政府の懸念は高まっているが、この点は理解で
きるところである。政策立案者は、主要な海峡が戦
略上のチョークポイントになる危険性に対し敏感で
ある。2018年、南海艦隊司令官の王海氏は、海外権益とシーレーンを守る任務を主に海軍が担って
いる点を踏まえ、「我々はBRIと緊密に連携し、域内の戦略的シーレーンの安全保障を守るために多
様な手段を用い、我が国にとっての権益が拡大しているいかなる地域においても戦略的能力を確保
しなければならない」との声明を出した。52

海外権益の拡大を踏まえ、中国海軍は海外での展開能力向上に向けて対策を講じているが、人民解
放軍の物流および海外オペレーションが直面している限界が鮮明になってきている。53 退役海軍少将
の伊卓氏は、数回にわたってアデン湾に3カ月間部隊を派遣したため、軍の士気と即応力が損なわれ
ている、と警告した。過去、アデン湾護衛部隊（ETF）は補給艦を擁していたが、それだけではETFの長
期派遣には不十分であった。そのため、伊卓氏は長期的な海外オペレーションにおける物流と供給
ラインの負担を緩和するために海外拠点の確立を早期に提唱していた。54　ローテーション周期の
維持に加えて、海軍は生鮮食品の供給、船舶の修理点検、適切な医療の提供に難儀してきた。55 他の
上級海軍将校は外国の係留施設、乗組員の休養・交代、機器サービスに不安があるため、定期的な
海外展開を行う能力が制限されていることを認めている。56

BRI関連の施設自体が攻撃を受けやすい状況にあり、パキスタンで起こったようなテロ攻撃には脆弱
である。海洋インフラ資産それ自体とテロ攻撃のリスクに加え、中国のエネルギー安全保障とシーレ
ーンは海賊行為や敵対勢力の海軍による潜在的な海上阻止の脅威にもさらされている。2008年に
アデン湾ETFを開始する前には、ソマリア沖を航行する1,200隻以上の中国が所有する船舶、または
中国の貨物や乗組員を乗せた船舶のうち5分の1以上が海賊に遭遇し、7隻が同年に襲撃された。57

作戦領域の拡大に合わせ、中国
軍は海外に派遣した部隊を補充
し、支援するための物流システ
ムを必要としている。
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BRI施設や供給ラインを守る任務に加え、海外の中国企業、権益、自国民の保護などが人民解放軍
の新たな任務に加わった。COVID-19が蔓延する以前は、海外渡航する中国国民の数は年間1.4億
人に上った。58 世界中に拠点を構える中国企業は推定4万社とみられる。また、対外資産および投資
額は総額約7兆ドルに上ると考えられ
ている。59 海外在住の中国国民の数は
550万人以上に増加した。60 BRIにより
こうした流れはさらに加速しており、国
有企業（SOE）による巨額の投資が進
み、何十万もの中国人労働者が海外で
働いている。

中国企業の事業、投資案件、インフラ計
画は危険の多い不安定な国々で行わ
れている。それゆえ、中国政府にとって
の安全保障・政治リスクが増大し、在外
中国人の保護という重大かつ馴染み
の薄い任務を中国軍が命じられることとなった。2011年のリビア内戦時には、中国軍は3.5万人の
自国民をリビアから退避させた。また、2015年にイエメン内戦が激化すると、海軍のアデン湾海賊
対策艦隊（Gulf of Aden Counterpiracy Flotilla）は約800人の自国民と外国人の救出任務を請け負
った。61 中国人が誘拐されるという現実世界での出来事を目の当たりにし、「オペレーション：レッド・
シー」や「戦狼」といった愛国映画が次々に公開されるとともに、海外在住の自国民の保護を中国共
産党に求める政治的圧力が生まれた。

自国の企業と事業を守るために、中国政府はまず相手国の安全保障体制、次に成長しつつある国内
の準軍事的な民間警備会社の力に深く頼っている。中国パキスタン経済回廊の保護を担っているの
は主にパキスタン中央政府と州政府である。2016年、パキスタン政府は約1.5万人の兵士と準軍事
組織から成る特別安全保障部門を設立した。州政府もこれに続き、経済回廊沿いの投資対象を守る
ため、警官を中心に構成された警備部隊を設立した。62 主に相手国の安全保障体制に依存してはい
るものの、 中国の民間警備会社（PSC）は中国の投資や事業が急増しているアフリカへの関与を深
めている。中国のPSC大手はアフリカでのプレゼンスを確立した。たとえば、華信中安社はアフリカ

2011年4月4日に、ダーバン港に到着する中国人民解放軍海軍第７護衛部隊の「舟山」号とフリゲート艦「徐州」
号。出典：RAJESH JANTILAL / AFP（2011）

出典： Source: Sergey Sukhankin, “Chinese Private Security Contractors: New Trends and Future Prospects,” Jamestown Foundation’s China Brief, Vol.20, Issue: 9, May 15, 2020, 
https://jamestown.org/program/chinese-private-security-contractors-new-trends-and-future-prospects; Helena Legarda and Meia Nouwens, “Guardians of the Belt and Road: The 
Internationalization of China’s Private Security Companies,” Merics China Monitor, August 16, 2018, https://merics.org/en/report/guardians-belt-and-road.

民間軍事会社 社員数 活動していると言われる地域

華信中安 15,000人以上 BRIに重点を置き世界的に活動

德威国際安保集団 500人以上 世界的に活動

中国海外保安集団 20,000人以上 南アメリカ、中東、アフリカ、東南アジア、南アジア

フロンティア・サービス・グループ 400人以上 アフリカ、中東

中国の主要な民間軍事会社 65

https://jamestown.org/program/chinese-private-security-contractors-new-trends-and-future-prospects
https://merics.org/en/report/guardians-belt-and-road
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の角を経由する商船に対して武装護衛サービスを提供している。63 また、德威国際安保集団（DeWe 
Security Group）は現在、ケニア、スーダン、南スーダン、エチオピアで事業を展開しており、ケニアで
はナイロビとモンバサ港を結ぶ高速鉄道（BRIプロジェクト）、他の3カ国では石油・ガス施設への投
資事業の護衛に当たっている。アフリカでのプレゼンス強化を示すため、德威国際安保集団は 2017
年に南スーダンと中央アフリカ共和国に常設のセキュリティ監視応答施設を建設すると発表した。64

中国で台頭しつつある民間警備会社は退役軍人を雇っているが、軍との更なる繋がりも有している。
これらの会社を活用することで、中国軍の海外配備への扱いにくい世論やさらに厄介な政治問題を
回避できる。民間軍事会社を利用することで、有事の際外交面での言い訳ができ、現地（特に中国軍
のプレゼンスに疑いを持つとみられる東南アジア諸国）の警戒感を軽減することができる。しかし、タ
ジキスタンの準軍事施設建設（ただし、中国政府は認めていない）のような例外もある。66　

エネルギー・パイプラインをはじめとする中央アジアのBRIプロジェクトは、中国の人員やエネルギー
安全保障にとってリスクをはらんでいる。2024年に稼働が予定されている天然ガスのDパイプライン
は、トルクメニスタンからウズベキスタン、タジキスタン、キルギスタンを経て中国に至る。このパイプ
ラインだけで中国の天然ガス輸入量の約25%を占めるとみられる。67 中国は受入国の保護に依存
し、また、民間警備会社の利用を拡大してはいるが、BRI事業を軍隊によって保護できる即応性を示
す必要性があると示唆している。2018年、魏鳳和（ウ
ェイ・ファンホー）国防相はパキスタンにて、BRIプロ
ジェクトのために「強力な安全保障を提供する」準備
があることを発表した。68

中国が対決を明言している「3つの悪魔（三股勢力）
」のひとつであるテロリズムは、明らかに人民解放軍
によるBRI事業の防衛の可能性を生み出す誘因である。69 国内はもちろんのこと、国境地帯からもテ
ロ集団や戦闘員を排除したい中国にとって、テロとの戦いは国を挙げての優先課題である。当初の「
一帯一路」計画は、 政情不安な西部の省、特に新疆を発展させ、安定をもたらしたいという欲求がそ
の根底にあった。新疆のウイグル人イスラム教徒に対する極端な圧制が明らかになるにつれ、アルカ
イダ、ISIS、トルキスタン・イスラム党などのグループから中国に対する軍事行動を求める声が起こっ
た。特に新疆とタジキスタン、アフガニスタンとの国境地帯において、分離独立派やテロリスト集団が
国内のウイグル人と手を結ぶ可能性を中国は警戒している。重要な中国の投資案件が集中している
タジキスタンが、中国国内に潜入し、攻撃してくるかもしれないテロ集団の温床になるのを阻止する
ことが、中国の主要目標である。2014年に発表された米軍のアフガニスタンからの撤退計画は中国
の不安を高め、穴だらけの国境を守るために安全保障協力と軍の配備を強化した。70

 

BRI施設や供給ラインを守る任
務に加え、海外の中国企業、権
益、自国民の保護などが人民解
放軍の新たな任務に加わった。
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V. 安全保障課題への中国の対処に、BRIがいかに
活用されているか
中国はBRIを経済と発展のための取り組みとする姿勢を変えておらず、軍事的意図を否定している
が、それと同時に軍民融合を推進している。軍を支援するために民間資源を利用できるよう定めた
一連の法規制と改革により、その整備が進んでいる。現行の5カ年計画では、軍民融合発展プロジェ
クトを実行し、これを中国国境を越えた海洋領域まで拡大することを明記している。71　2015年の軍
事改革要綱は軍民融合を重要な柱と位置づけ、国家戦略の一環とした。72　習国家主席は演説を重
ね、軍民融合が強力な軍隊の構築に必要不可欠であることを繰り返し述べている。73　2015年版国
防白書では、軍がこの目標に向かって邁進すること、特に軍民の資源が「相互に互換性を持ち、補完
し合い、利用できる」形でインフラを構築することが述べられている。74

中国の軍事に精通している専門家のアイザック・カードン氏は、2020年2月の米中経済安全保障検
討委員会でこう証言した。「軍民融合計画は、海外で拡大しつつある中国の商業的能力を活用する
ための、中国指導部の明確な志向の表れかつその推進である」。75 しかし軍民融合は中国にとって単
なる野望ではなく、法である。民間と軍のプロジェクトの相互運用を命じるとは言わないまでも、これ

を推進する条項を含む法律が複数存在する。中国
が手掛ける民間のインフラ・プロジェクトは、法律
により、軍事仕様に適合しなければならず、BRIの
ような海外事業も例外ではない。またこれらの法
律は、軍に民間の資産、資源を接収する権限を与
えている。2017年の国防輸送法は、その目的を「国
防輸送機関の建設強化、輸送分野での軍民融合の

促進、国防活動の円滑な推進の保証」だと述べている。同法の第2条および第3条は「国防要求を満
たすことを目的とした鉄道、道路、河川、航空、パイプライン、郵便などの輸送分野における資源の計
画、建設、管理、利用」を指示している。そして軍民融合をさらに推進するため、国は軍と地域の資産
配分と共有、ならびに経済と国防の建設におけるバランスのとれた開発を進めると宣言している。76

2010年に施行された国防動員法は、「平時生産と戦時生産の結合」と民間部門に軍を組み入れる
ことの重要性を強調し、「いかなる組織および個人も、法に従って民間資源の接収を受け入れる義
務を負う」と明白に規定している。同法ではまた、民間企業が軍事用に「戦略物資備蓄」の維持およ
び供出を行うシステムを確立し、さらに「国防と密接に関連する建設プロジェクトは国防要求を満た
し国防機能を備えなければならない」ことを強調している。77　かつての民間輸送国防動員法は、民
間組織に戦時、平時を問わず軍が使用できる運搬手段や設備を選ぶことを奨励している。78　このよ
うに、民間輸送手段は収用可能であり、民間のインフラ事業は国防要求に応じて建設されなければ
ならない。海外のBRI事業において、この軍民融合政策を遂行するには難しい側面があるかもしれ
ない。だが、少なくとも受入国政府は、インフラ施設に関しては中国の建設業者がこれらの法的要件
を遵守すると予期すべきだろう。79

中国が東シナ海および南シナ海で展開するグレーゾーン戦術は、軍民の緊密な関係について別の側
面を示している。中国は米海軍のオペレーションを妨害するために、漁船や「白く塗装した（ホワイト

繰り返しの声明とは裏腹に、中国
政府の政策はインド太平洋にお

いて軍民両用の機能を備えたBRI
港湾事業を推進することである。
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ハル）」海警局の船を使用している。民間船を装うことで、米海軍を故意に不利な立場に追いやるこ
とができる。なぜなら、たとえ防衛目的であれ「灰色に塗装した（グレーハル）」米軍艦が武力を行使
すれば、米国のイメージが損なわれるからである。漁船団や軍に準ずる海警局の船舶はフィリピン、
ベトナム、日本をはじめとする域内の競合国を脅かすためにも利用されている。中国は、こうした船
舶を係争中の海域および建造物の行政管理を主張するために用いている。2020年6月、南沙諸島
付近で中国船がベトナム漁船に意図的に衝突し、横転させたが、これは繰り返し起きている特別に
設計された鋼鉄船による攻撃の一例である。80　このようなグレーゾーン戦術は、軍民両用のインフ
ラ開発における「最初は民用、次に軍用」という中国のアプローチと類似している。

よって繰り返しの声明とは裏腹に、中国政府の政策はインド太平洋において軍民両用の機能を備え
たBRI港湾事業を推進することなのは明らかであり、特に中国軍の多様な作戦を支援できるターミ
ナルを備えた港を探し求めているようである。これには通常よりも重い貨物（例えば装甲車など）を
下ろすためのローロー船用の高機能設備、軍艦が停泊可能な様に最低限10メートルの深度を備え
る係留施設、冷蔵施設、組み立て現場、大型車両用アクセス道路などが含まれる。政府当局は折に
触れて軍民両用戦略を否定しているが、多くの軍幹部や国防の専門家が、自国企業が海外港湾建設
事業で国防要求を十分に満たしていないと苦言を呈していることが記録されている。81

軍民融合には順次的な一面もある。中国政府の最初は民用、後に軍用という構想は、警戒心を抱か
せたり抵抗を招いたりすることなく軍事転用の基礎を固めることを目標としている。このモデルは中
国の開発業者が現地の資源を利用し、経済開発区を設定し、中国船舶（軍艦を含む）を支援するた
めに港湾能力を高める産業を支えることで、「有利な外的環境」を整えることを前提としている。82　
このように民間船、軍用艦の両方が停泊できる港（特に深水港）だけでなく、周辺の商業的環境にも
戦略的価値がある。

よってBRIの旗印のもと、中国の国有企業は「蛇口（Shekou）モデル」としても知られる「港湾都市」開
発モデルの活用を奨励されている。このアプローチは、1980年代に行われた、香港に近接する広東

出典：MCC Singapore
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省の一体化された港と輸
出ゾーンの開 発と酷 似し
ている。この開発が深圳の
商工業拠点（ハブ）として
の成長の火付け役となっ
た。このモデルには隣接す
る工業団地、商業施設、高
速道路、自由貿易区、住宅
地、発電所の開発が伴う。83

港湾が中心ではあるが、こ
のモデルの目標は単なる
物流の円滑化ではなく、港
湾維持に役立ち、港湾によ
って維持されるより広く統
合されたシステムの開 発
である。本来は商業用であ
るが、このネットワークによ
り、造船、通信、物流などを
扱う地元企業と中国企業が併設されることで、港湾の軍事的実用性が増大する。84

軍と民間企業・資産の相互運用の推進は、中国の戦力投射と影響力拡大の柱である。中国企業は、
インド洋だけで20数港、欧州でもほぼ同数の港湾を所有または運営している。そのうち大半が国有
企業だ。

中国企業が保有・運営する港に寄港することで、人民解放軍は民間資源を活用し、海外作戦におけ
る物流能力を向上できる。中国の国有企業は軍に進んで協力しており、すでに海外軍事行動の支援
に携わっている。巨大国有企業である招商局港口控股（CMPort）と中国遠洋海運集団（COSCO）の2
社は、海外で多数の中国軍の活動に積極的に関与している。85　両社を含め他の企業も軍の寄港や
船舶管理に携わっている。86　したがって、中国海軍司令官が「我が国の企業が進出している場所な
らどこでも、我々は軍艦の輸送支援拠点を有する」とかつて豪語したことは驚くには当たらない。87

この海外支援システムは軍の補給ルートを短縮し保護するとともに、戦略上の輸送能力を強化する
ものである。このように、主要シーレーンに沿った軍民共用港も含め、海のシルクロードのネットワー
ク発展により、中国軍の作戦領域は拡大していくであろう。

BRIの拡大は地上に留まらない。サイバー空間と宇宙空間もBRIネットワークによって結合される2つ
の領域であり、どちらも軍事・民間の両面で実用性を兼ね備えている。2015年版国防白書（「中国の
軍事戦略」）が指摘するように、この2つの領域は中国が国益の確保に躍起になっている国境を超え
た戦略的競合の舞台である。サイバー空間は「経済・社会発展の新たな柱」であるだけでなく、国家
安全保障の新たな領域でもある。同白書は国家と情報の安全保障を確保し、危機を食い止め、社会
的安定を維持するために自国のサイバー能力を強化しなければならないと主張している。88　サイバ
ー空間を網羅するデジタル・シルクロードならびに宇宙空間を網羅する一帯一路宇宙情報回廊によ

出典：Merics
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り、中国はプロジェクト受入国に対する影響力を強める新たな手段を手に入れることができる。さら
に、これらの新たなBRIの要素により、中国の技術基準の採用が進み、重要な国家戦略と防衛目標
の達成に近づくのだ。

2016年、国務院は一帯一路宇宙情報回廊の推進を命じ、BRI発展の支援ならびに参加国と中国と
の関係強化のために宇宙技術を利用することを目標に据えた。この回廊の中心となるのは北斗衛星
測位システムで、「道路、鉄道、港湾、工業団地をデジタルで結合する」ために、BRIの旗印の下に開発
された。89　ナビゲーション、リモートセンシング（遠隔測量）、気象、通信、情報伝達衛星、地上局、デー
タセンターなどがこの回廊の構成要素となる。災害救助、港湾運営、輸送、金融サービス、農業、都市
計画を含む多用途に利用される。90　先頃35基目の衛星打ち上げで完成した北斗衛星測位システム
により、すべてのBRI参加国に上記のサービスが提供可能なはずだ。同システムがフル稼働し利用範
囲が広がれば、BRI受入国の米全地球測位システム（GPS）への依存度を下げ、それらの国々を中国
の技術的傘下に置くことが可能になると予想される。

デジタル・シルクロードの公表されている目標としては、インターネット基盤の構築と強化、通信接
続の改善、サイバーセキュリティの向上、eコマースの推進、共通技術標準の開発などが挙げられ 
る。91　2015年3月発表の白書では、宇宙とデジタル・コネクティビティを最優先の協力すべき課題と
位置づけ、通信接続向上のための光ケーブルおよび通信幹線ネットワークを建設するとしている。92 
2019年の時点で、中国はデジタル・シルクロード・プロジェクトに推定790億ドルを投資し、このデ
ジタル網の下で70カ国以上に光ファイバーケーブルを張り巡らせている。その建設で主導的な役割
を果たしたのがファーウェイや中興通訊（ZTE）などの国有企業である。93　東南アジアだけでも中国
企業が12の海底ケーブルプロジェクトを実施し、さらに推定20案件が進行中である。94　光ファイバ
ー網の建設と並行して、中国はインターネットユーザーの情報を蓄積するデータセンターを建設して
いる。95 中国政府はビッグデータを「戦略上の基本資源」と捉えており、96　こうした技術インフラへの
投資の結果、中国のハイテク企業がBRI受入国に存在する膨大なデータへのアクセスを得ることは、
回避できない不可欠な条件となる。ファーウェイはカンボジアやパキスタンなど中国の友好国だけ
でなく、拡大し増え続けるBRI相手国およびアジア、アフリカ、中東全域の国々まで5Gネットワークを
広げている。97

中国はまた、効率性を高め経
済活動を円滑にするために、
豊富なデータソースを中央集
権化されたプラットフォーム
に統合するスマートシティな
らびにスマートポート計画の
輸出に力を入れている。スマ
ートシティ・テクノロジーの目
的は、資源・エネルギー利用
の効率性、交通、汚染度など
の要素をモニタリングするこ
とで都市にグリーンな環境と
安全をもたらすことである。し バルセロナで開催されたスマートシティワールドエキスポにて披露された、ファーウェイ社開発のインテリジェント・オペレーショ

ン・センターの管理施設。出典：Paco Freire / SOPA Images / SOPA Images / LightRocket (2018)
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かし、その技術には合法的な取り締まりあるいは専制的な抑圧に使われかねないネットワークカメ
ラ、センサー、位置情報サービスも含まれる。同様にスマートポート・システムもデータや流線の解析
と処理を統合し、自動化の促進と、貨物、船舶その他のデータポイントの効率的なトラッキングを可
能にする。中国国内で開発されたどちらのプログラムもシステム上の連携、効率性、スピードを向上
させる。しかし、BRIネットワーク全体に渡ってスマートシティやスマートポートのシステムを取り入れ
れば、すでに情報通信技術（ICT）のシステムやプラットフォームで中国に大きく頼っている受入国の
依存度がさらに高まることになるだろう。

拡大するBRIの空間・デジタル要素には商業的意義があり、受入国にとって多くの恩恵が見込まれ
る。同時にデジタル・シルクロードと宇宙情報回廊はどちらもビッグデータの巨大な流れを生み出
し、中国が支配をもくろむ次世代AI技術に直接貢献している。98　中国政府による膨大な情報へのア
クセスと潜在的な管理には、明らかに軍事・情報活動面での意味合いがある。BRIから得られるビッ
グデータにより、軍事で言うところのC4ISR（指揮、統制、通信、コンピューター、情報、監視、偵察）に
おける中国軍の能力は向上する。北斗衛星ネットワークを利用すれば、米国のGPSシステム下での
脆弱性を克服できる。また北斗システム採用の広がりは、米国の技術的優位に対する脅威となり、第
三国に対する中国の影響力を高めることになる。デジタル・シルクロードと宇宙情報回廊システム

は、データ収集あるいは軍事的な有益性以上に、
中国の影響力、商業権益、技術標準の推進に資す
るものである。

つまるところ、我々は今、一連の統合された一帯
一路関連の新政策、すなわち軍民両用のインフ
ラ、スマートポートとスマートシティ、空間・デジタ

ルシステムが一体となった構想の出現を目の当たりにしている。これらのプログラムは経済的側面
をはるかに超えて、中国の影響力を強大化するBRIエコシステムの構築に貢献している。中国政府の
BRI戦略により技術、経済、政治、安全保障上の利益が向上し、中国のルールを設定する力が強まって
いる。米国の影響力と競争力に対して、また米国と他国の軍隊に対してこうした動向が及ぼす影響に
ついては、本レポートのセクションVIIIで述べる。しかし、習国家主席がアジア太平洋地域における新
たな安全保障上の秩序構築を求め、米国主導の同盟体制を時代錯誤であり、もはや「共通の安全保
障の維持に貢献していない」と非難したことには留意すべきであろう。99　中国政府はインド太平洋に
おいて米国が介入する能力を抑え、この地域を中国の政策や意向により従わせやすいものに変革す
るために努力してきた。100　BRIはこれらの戦略的目標を進展させるための手段とみることができる
が、そのために利用されているのはこれまで度々言われてきたようなプロジェクトで得られる経済的
影響力や政治的優位性だけではなく、デジタル・シルクロードや宇宙情報回廊に組み込まれた多様
な技術的利点も含まれている。

デジタル・シルクロードとBRIの宇
宙情報回廊はビッグデータの巨大
な流れを生み出し、中国が支配を

もくろむ次世代AI技術を支援する。
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VI. 「戦略的要地」とBRI
中国は海のシルクロードに沿って軍民共用機能を備えた港湾の建設と開発に積極的に乗り出して
いる。これらの港湾は中国本土から南シナ海、マラッカ海峡を経てインド洋、中東へと広がる輸送拠
点のネットワークを形成する。そして、人民解放軍が重要な海上チョークポイントを押さえ、シーレー
ンを保護し、海外で活動する自国民や人民解放軍部隊に幅広い支援を提供する上での一助となる
潜在性を秘めている。 

驚くには当たらないが、中国はこうした港湾を「戦略的要地」と表現している。国家発展改革委員会
（NDRC）の現行5カ年計画は、「21世紀海洋シルクロードに沿った＜戦略的要地＞の建設」を明確

に指示している。具体的には、開かれた海洋貿易ルートを確保する戦略の一環として、工業団地を伴
う主要港の建設と運営を行う。101 中国専門家は、戦略的要地を「中国にとって有利な外的環境」を創
出するために、中国船舶に対して物流支援を提供できる港湾と述べている。102 それは中国本土から「
放射状に広がり、［インド太平洋］へと我々を導く」。戦略的要地は軍隊派遣の前線支援基地として機
能し、「関係地域に政治的、軍事的影響力を行使するためのものである」。103

戦略的要地の概念は固定化されておらず、港湾は多くの不確定な要素に応じて多様な形態、特性を
備えうる。海上チョークポイントやシーレーンに近いことなどを含め、港湾の戦略地政学的価値がひ
とつの要素である。また港湾と周辺インフラに対して中国の国営・民間企業がどの程度投資、運営管
理を担っているかが更なる要素である。受入国政権への中国政府の政治的影響を考えると、中国軍
の存在は言うまでもなく、多数の中国人の存在を受入国の一般市民がどの程度容認するかも重要
な要素であろう。104

BRIの戦略的要地の軍事的利用可能性は多岐にわたる。その下端は洋上で海軍の船舶に補給を行
う民間船を通じて、中国軍を間接的に支援することができる商業港だ。また港湾の商業施設で補給
を行うために軍艦が船渠入りすることも可能であろう。本章で後述するジブチの保障基地は、スペク
トラムの上端に位置する公然たる軍事的物流施設である。中国が現在は保有していないが、その民

用の初期開発と軍用への転
換という手法を用いて獲得
すると疑われているのが、戦
時に防衛力を有し、作戦指
揮のためのプラットフォーム
を提供する軍事基地である。

特に下記4件の港湾プロジ
ェクトはインド太平洋におけ
る将来の戦略的要地として
中国の戦略家が注目してお
り、考察に値する。105　実際
に軍事機能を備えているか、
将来的なものかを含め、そ出典：Thorne and Spevack, “Harbored Ambitions.”
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れぞれ開発段階は異なる。パキスタンのグワダル港、カンボジアのコッコン港（リアム海軍基地を含
む）、スリランカのハンバントタ港、ミャンマーのチャオピュー港がその4件である。

パキスタンのグワダル港とスリランカのハンバントタ港は、インド洋から中東へと伸びる中国の海洋
の生命線に沿って位置している。グワダル港はペルシャ湾口部、ハンバントタ港はインド洋で最も密
集した航路のひとつに位置する。ミャンマーのチャオピュー港とカンボジアのコッコン港は、海上チョ
ークポイントであり中国にとって安全保障上の懸念でもあるマラッカ海峡から至近距離に位置する。
この4港はすべて、戦略地政学上の重要性を有し、戦略的要地の基準を満たしている。

中国パキスタン経済回廊ではテロ攻撃が多発しており、2017年にはグワダル湾近郊でバルチスタン
解放軍の攻撃により作業員10名の命が奪われた。106　よってグワダルの戦略的要地は、パキスタンお
よび中央アジアでBRIプロジェクトの脅威となるテロ撲滅の戦いという面での重要性を有し、人民解
放軍の海外における作戦能力拡大に貢献できる。サウスチャイナ・モーニング・ポストによると、パキ
スタン軍が使用しているグワダル港に、いずれ人民解放軍海軍陸戦隊（PLAMC）部隊が駐屯し、現在
または近い将来、相当数の中国の軍艦が停泊可能となり、この海洋における中国海軍のプレゼンス
が強まる可能性を中国軍関係者はすでに示唆している。107

スリランカ政府は、ハンバントタ港の開発協定では中国軍による利用を認めていないと繰り返し述べ
ている。スリランカの政治は中国に対する強硬策と柔軟策の間で揺れ動いており、この国の不安定な
財政状況を考えると、中国に「ノー」と言うのが困難となる日も到来し得るだろう。仮に中国とインド
の緊張関係が高まった場合、インドの軍事計画立案者にとってハンバントタ港の戦略的要地はさら
なる問題となる。中国は同港によってベンガル湾でのエネルギー安全保障を確保し、インド洋では自
国軍に重要な物流拠点を提供できる。現在の停泊スペースはすでにコルベット級の艦艇を含む中国
軍の水上戦闘艦が収用可能である。しかし間接的に商業補給ができるだけでも軍にとっては有益で
あり、中国船が海上の船舶に燃料や物資の補給をすることもできる。108

マラッカ海峡は東アジアからインド洋までの最重要ルートであり、そこに近接する2つの重要なBRI
の港がベンガル湾のチャオピュー港とタイランド湾のコッコン港である。マラッカ海峡を挟んだこれ
らの戦略的要地の開発は双方とも、この重要なチョークポイントを守る中国軍の能力を著しく強化
する。チャオピュー港が戦略的に重要な理由は他にもある。工費15億ドルをかけた石油・天然ガス

戦略地政学
的立地

• シーレーン沿いに位置
• 中東、南・中央アジアのBRI事業に近接
• テロリズム対策

所有権 • 中国海外港口控股有限公司が40年のリース 
     契約を締結

軍民両用
施設

• 蛇口モデルを採用し、燃料補給、物流関係の施 
     設を備える
• 現在または近い将来、様々な中国海軍船舶が停 
     泊可能となる見込み

対中債務 • GDPの7%

パキスタンのグワダル港
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戦略地政学的立地 • インド洋のシーレーン沿いに位置

所有権 • 招商局港口控股有限公司が70%の 
     株式を保有する99年のリース契約   
     を締結

軍民両用施設 • 蛇口モデルを採用し、燃料補給、物流  
     関係の施設を備える
• 現在または近い将来、様々な中国海 
     軍船舶が停泊可能となる見込み

対中債務 • GDPの9.5%

リアム海軍基地はタイランド湾に位置するカンボジアの軍事施設である。2019年、ウォール・ストリ
ート・ジャーナルは、リアム海軍基地を人民解放軍が30年間使用できるという秘密合意に中国とカ
ンボジアが達したことを報じた。111　両政府はこの報道を否定しているが、近接する中国の建設プロ
ジェクト（ダラサコール空港とコッコン深水港）は多くの軍事的実用性を備えている。ダラサコール空
港は、南シナ海にて中国が埋め立てにより建立した駐屯地上の滑走路と同じ3000メートル級の滑
走路2本を擁しているが、これは民間貨物機に必要な距離よりもはるかに長い。112 さらに滑走路は
迅速な離着陸が可能な構造で建設されているようである。113　コッコンの新港は中国の駆逐艦が停
泊できるように設計されている。114　すでに中国海軍の小型海上戦闘艦の停泊・修理が可能なリアム
海軍基地へのアクセス、コッコン港とダラサコール空港という戦略的要地、さらに南沙諸島および西
沙諸島にある中国の建造物を合わせれば、事実上南シナ海周辺の軍事防衛線が構築される。少なく
ともカンボジアの軍民共用施設により中国軍の空挺・海事能力は向上し、米国および近隣諸国の軍
隊にとって脅威となる可能性がある。115

スリランカのハンバントタ港

パイプラインは、同地から雲南省まで中国の原油輸入量の約6%を輸送できる。109　マラッカ海峡を
守るのではなく迂回することで、中国は「マラッカ・ジレンマ」をある程度回避することが可能になる。
ミャンマーの憲法は外国部隊が領土内に駐留することを明確に禁じており、政府も主権の保持に懸
命であるから、チャオピュー港が実際に中国の軍事拠点候補に上がることは無さそうだ。しかし中国
軍はすでにミャンマーに寄港しているため、チャオピュー港も直接商業物資の補充・補給を行う、イン
ド洋の貴重な物流支援拠点として容易に機能し得る。110

戦略地政学的立地 • マラッカ海峡の海上チョークポイン 
     トに近接
• インド洋とベンガル湾へのアクセス

所有権 • 中国中信集団公司が70%の株式を 
     保有する50年のリース契約を締結

軍民両用施設 • 現在または近い将来、様々な中国海軍船 
     舶が停泊可能となる見込み

対中債務 • GDPの40%

ミャンマーのチャオピュー港
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戦略地政学
的立地

• マラッカ海峡の海上チョークポイントに近接

所有権 • 連合発展集団（UDG）が70%の株式を保有する  
     99年のリース契約を締結

軍民両用 
施設

• 蛇口モデルを採用し、燃料補給、物流関係の施設 
     を備える
• 中国軍の駆逐艦が停泊可能な設計になる予定
• ダラサコール空港は中国の空軍機にも対応可能

対中債務 • GDPの22.4%

カンボジアのコッコン港 / ダラ・サコーリゾート

中国が有する海外の戦略的要地が持つ他の特徴は、中国による港湾の運営管理、およびそれを蛇口
の港湾都市モデルに組み込み、補完的インフラ施設と接続することである。前者は中国のターミナル
経営者による商船、軍艦両方に対する燃料補給、倉庫保管その他幅広いサービスの提供を可能にす
る。後者は関連サービスを提供する堅固な支援構造を確保し、受入国において経済的権益を手にし、
相手に行使できる影響力を生むパターンが多い。

グワダル港のケースでは、2017年に中国の国有企業がパキスタン政府と40年のリース契約を結び、
港湾の単独運営事業者となった。116　同港はグワダル港自由貿易区（総投資額2.5億ドル、保管倉
庫、石油精製、物流施設を備えた25エーカーの工業団地）の一角にある。117　スリランカのハンバント
タ港の場合は、中国企業が70%の株式を取得、99年間のリース契約を結び、港湾の運営管理に対し
絶大な運用制御力を持つこととなった。118　蛇口モデルに基づいて設計されたこの多目的深水港は
燃料補給、コンテナ荷役、ローロー船用の設備、さらには自由貿易区のための用地を有している。119

コッコン港およびダラサコール・リゾートは、どちらも「カンボジア－中国投資開発区」と銘打たれた
BRIの巨大開発プロジェクトの一環であり、2017年の中国政府の年鑑に「これまでで最大のBRIプ
ロジェクト」と記述されている。120　中国の開発業者グループと99年間のリース契約を交わした175
平方マイルの海岸開発地からなるこのプロジェクトには、コンテナ港や中国最大級の軍用機が離発
着できる独立した空港のほか、製造施設や娯楽施設、物流インフラ、医療センターが含まれている。121

隣国ミャンマーでは経済特区および他の関連インフラを含めたチャオピュー深海港プロジェクトが計
画された。ミャンマー内の政権交代の結果、プロジェクトは2018年に大幅に縮小されたが、中国の
国営企業が株式の70%を保有し、更新可能な50年のリース契約を維持した。122　ミャンマー政府は
プロジェクトを修正し、第1工期の段階でチャオピュー港の存続がはっきりするまで経済特区の設立
を延期することに成功した。123

中国が海外の港湾施設を軍艦の停泊または作戦支援に使用するには、当然受入国政府の承諾が必
要である。中国に多大な債務を負っているこの4カ国に対し、中国は大いにその影響力、特に経済的
な影響力を振るっている。ミャンマーとカンボジアは中国に対し最大額の債務を抱えている低所得
国で、その額はそれぞれGDPの約40%と20%を占めている。124 スリランカとパキスタンの債務はそ
れぞれGDPの約9.5%および7%と比較的低いが、債務の繰り延べや免除、または新規融資を求め
る必要に迫られてきた。財政上の影響力に加えて、中国は相手国の政治指導者やエリート層に向か
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って次々にインセンティブを打ち出してテコ入れを行ってきており、何らかの形での中国軍のプレゼ
ンスへの可能性が開けるかもしれない。

これが現実のものとなったとしても、大型で頑丈に防衛された基地の体裁を採る可能性は低い。こ
の段階で中国の戦略的要地を、横須賀やスービック湾の様な米国型の巨大軍事基地の前身と見る
のは誤りであろう。これまで述べてきたように、中国には海外軍事基地の将来的保有を完全否定し
てきた長い歴史があり、この点は中国政府がジブチ保障基地を「物流施設」と言い張る理由でもあ 
る。125　中国には純然たる軍事同盟がない一方、米国は戦時における相互防衛協定を60以上の同
盟国と結んでおり、他の国々とは恒久的施設の提供および/または軍隊、支援要員、場合によっては
その家族の派遣に関する協定を結んでいる。126 中国は今のところ、軍の駐留や使用に関する有効な
協定を他国とは結んでいない。明らかな例外はジブチと、おそらく秘密裏に行われたであろうタジキ
スタンとの取り決めである。また海外の施設を攻撃から守るために必要な防御用兵器を配備する
様子もない。これには様々な理由があるが、特にプロジェクトの商業的権益とこれまで主張してき
たBRIブランドの融和的なイメージが損なわれることを避けるためであろう。さらに大型の基地を維
持するためには、海軍の大幅な増強が必要であるう
え、中国本土から遠く離れた場所に多くの戦力を配
備し、他の潜在的な敵対勢力からの攻撃に対して本
土防衛を手薄にすることに戦略的な利点はない。127

最初にインドの安全保障アナリストから広まった「真
珠の首飾り戦略」説は、当初は中国－アフリカ間の
インド洋沿岸に沿って中国が主に軍事用の施設のネットワークを構築し、それによってサプライチェ
ーンの保護、戦闘その他の軍事作戦の支援が可能になると想定していた。インド政府は以前からこ
れを、中国がインドを「囲い込み」、潜在的にインド洋地域を支配するための手段と見ている。しかし
本レポートで分析した主要な戦略的要地は、中国が多方面にわたる国力を示すためのプラットフォ
ームの役割を果たしている。これらの戦略的要地は従来型の点在する軍事基地というよりは、商業・
軍事両用の物流支援拠点として設計されている。中国の敵対勢力にとって、特定の状況下ではそれ
が何らかの抑止機能を果たすかもしれない。しかしこれらの拠点は、そこから部隊を派遣したり実際
の戦闘行為を行ったりする軍事基地と考えるべきではないだろう。むしろ、海上に配備された部隊の
ための補充・補給拠点として機能し、それによってインド洋に介入する海軍の能力を向上させ、様々
な非戦闘行為を支援することが狙いと思われる。128

ジブチの物流支援基地は、ソマリア沖の多国籍軍による海賊対策に中国が部隊を派遣（少なくとも
多国籍軍と同時並行的に）したことに端を発したが、中国はすでに基地設立の前に商業港、水パイプ
ライン、隣国エチオピアへの鉄道路線を含む同国における重要なBRIかつその他の商業向け投資を
行っていた。この商業的繋がりとインフラの開発が、中国初の海外軍事基地の実現に道を開いた。129 

一連の主要な開発事案が終了してから、ジブチ政府は中国軍のアクセス権を認める安全保障・防衛
パートナーシップ合意に署名した。支援基地のための交渉はその後間もなく始まった。初めから基地
施設が中国海軍の特殊部隊（タスクフォース）の支援を意図していたことは明らかだったが、中国の
報道官は中国政府には「物流センターを軍事的足掛かりにするつもりはまったくない」と懸命に主張
した。130　しかし報道によれば、基地は堅固に要塞化された軍事基地であり、複数の航空機用格納庫
とサイバー・電子戦闘用設備を備えた地下貯蔵庫を擁する。131

この段階で中国の「戦略的要地」
を、横須賀やスービック湾の様な
米国型の巨大軍事基地の前身と
見るのは誤りであろう。
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このような流れは、南シナ海
の南沙諸島における中国の
前哨基地建設でより鮮明化し
ている。不法な埋め立て事業
が国際的非難を招くと、中国
はいかなる潜在的な軍事的
動機をも一切否定し、これら
の人工島の開発は悪天候に
見舞われた漁船の避難など
の人道目的のためであると主
張した。本レポートの執筆者
の一人は、習国家主席がホワ
イトハウスのローズガーデン
でバラク・オバマ氏と共に臨ん

だ記者会見で最前列にいた。よく知られているように、このとき習国家主席は「南沙諸島を軍用化する
意図はない」とはっきり述べた。132　その後、中国政府は商業用だと言い張るものの、軍用レベルの飛
行場、格納庫、建物が建造された。ミサイルの設置や間違いなく軍事用とわかる設備が明らかになる
と、それらは純粋に防衛のためであると中国は強く主張した。133

出典：Dutton, Kardon, and. Kennedy, “China Maritime Report No. 6.”
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VII. 明らかになりつつあるBRIの全貌
これまで見てきたように、戦略的要地は中国船舶にサービスを行う単なる港湾の域をはるかに超
えたもので、広範な機能や特性が一体となり、商業、戦略、軍事、政治の多様な目的を支援する小規
模エコシステムを形成している。スケールは大きいが、BRIも同様に単なるインフラ事業の集合体で
はない。技術輸出、技術標準の設定、金融・経済面での連携、活発化する軍事外交と連動して、BRIは
戦力投射のさまざまな目的に寄与している。BRIネットワークが生み出す影響力行使の手段が規模
と多様性を増すことで、中国政府は強制的とは言わないとしても、相手を説き伏せるだけの経済力
と政治力を強めている。これにより、中
国は自国の主張を通しやすい環境で
行動し、米国をはじめとする競合国を
不利な立場に追いやることができるの
である。

中国政府は無数の国々に対しBRIや
他の投資案件の魅力をちらつかせ、自
国に引き寄せようとしている。新疆と
パキスタンのグワダルを結ぶ中国パキ
スタン経済回廊の投資額は400億ド
ル超に上り、パキスタンの名目GDPの
約20%に相当する。134　2020年1月
にミャンマーを公式訪問した習国家主
席は、200億ドルを超える一連のプロ
ジェクトを擁する中国ミャンマー経済回廊（CMEC）の推進を表明した。135　カンボジアにおけるBRI
関連投資は全体で1,040億ドル以上と推定されるが、その中のシアヌークビル経済特区は100社以
上の中国企業が参画し、2万人を超える地域雇用の創出が見込まれる6.1億ドル規模の開発事業で
ある。136　経済・雇用が上向くとの期待のもとに、今やカンボジアはBRI事業を国家開発戦略に組み
込んでいる。しかしシアヌークビルの企業の90%以上は中国人が所有しており、中国人居住者は約8
万人に上る。137

また中国政府はインド太平洋全体に強固な足掛かりを築くために、融資、援助、取引、さらにはあま
り感心できない方法も用いている。中国はこれらの大規模なBRIインフラ・プロジェクト向け融資の
大半を、受入国政府に一見有利と思われる利率の融資で行うと保証している。多国間金融機関の一
員であり、アジアインフラ投資銀行を設立したにもかかわらず、中国の融資活動が債務の持続可能性
の国際基準に合致していることはめったになく、融資条件が開示されないことも多い。ASPIの前回の
レポート「一帯一路構想を読み解く」で述べたとおり、最初からBRIのインフラ事業の多くは採算面で
も財務面でも実行可能なレベルではなく、また受入国の実際のニーズをはるかに上回る規模のもの
もあった。その結果、特にプロジェクトの投資リターンが融資返済に不十分な場合、多くの国は中国
およびその金融機関に対し膨大な債務を抱えている。138

スリランカのハンバントタ港は持続不可能な債務の代表的事例として最もよく知られている。2017
年12月、スリランカはこの港湾を99年間のリースで中国に引き渡し、報道によれば中国企業に対す

2019年4月26日に北京で開催された第2回「一帯一路」国際協力ハイレベルフォーラムの開会式に到着した、フ
ィリピンのドゥテルテ大統領、ミャンマーのアウンサンスーチー国家顧問、パキスタンのカーン首相。出典：How 
Hwee Young-Pool / Getty Images（2019）
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る80億ドル以上の債務を返済できず、港湾の株式の70%を譲渡した。139　ハンバントタ港をめぐり取
り沙汰されている債務と株式のスワップ協定は今のところ特殊な例だが、中国は債務が返済できな
い相手に対応するため多様なメカニズムを用いている。COVID-19流行の前は、インド太平洋全域で
多数のBRIプロジェクト受入国が中国からの借り入れの結果、債務過剰に陥るリスクに直面してい
た。当然のことながら、この中にはジブチ、パキスタン、モルディブなど潜在的な戦略的要地を擁する
沿岸諸国も含まれている。140　COVID-19とその後の影響を受けて、金融情勢は著しく悪化した。中国
は低所得国向けに多国間の債務繰延べの取り決めに応じ、他の国々とは債務の免除、再編または借
り換えなどの交渉に当たっている。しかし後に、数十カ国を対象に1,800以上のBRIプロジェクトに
融資している中国輸出入銀行の融資については、この限りではないとした。141 たとえ融資条件の再
交渉に合意したとしても、中国政府が広範な戦略的、軍事的目的を推進する手段としてこれらの債
務を利用する機会を易々と手放すとは考えにくい。将来中国軍の基地を設置するための交渉や、軍

民共用能力をさらに高めて既存インフラの増強を図
る際に、受入国から思い通りの譲歩を引き出すため
にこの手段を利用できるからである。

中国政府は、BRI受入国の「エリート層獲得」に向
け、インフラ融資・投資よりさらに直接的な金融ツー
ルを有しており、影響力を高めるとともに権力者に

接近している。中国政府の高官や代理人は、BRI受入国の中央政府および地方自治体の幹部に贈与
や寄付を行ってきた。贈収賄は双方の関係者がその事実を隠蔽しようとするため、当然、立証は難し
いが、政治指導者やその政党に直接金銭を渡したことについて信憑性の高い報告が多数ある。142 ア
フリカではしばしば国家元首に豪華な邸宅、オフィスビル、スポーツスタジアムなどを「贈って」おり、
これが宮殿外交（palace diplomacy）なる言葉を生み出した。143　BRI受入国にはグローバルな主
要腐敗認識指数のスコアが低い国が多く、なかでもカンボジアは最も低い部類に入る。中国政府は
2018年の選挙でフン・セン首相に6億ドルの資金を援助し、続いて無条件で1億ドルの資金供与を行
った。144

大手国有企業の中国交通建設（CCCC）は、フィリピンでの詐欺行為を理由に世界銀行が資金提供し
ている全プロジェクトへの関与を禁止されたが、2016年にはマレーシアの東海岸鉄道計画（ECRL）
の契約価格をつり上げたことが発覚した。これは、1MDB（マレーシア・デベロップメント・ブルハド）
のスキャンダルに関連して巨額の債務を出したナジブ・ラザク前首相がその債務を賄うのを支援す
るためだった。145 同様に、CCCCの子会社である中国港湾は、2015年に当時のマヒンダ・ラジャパク
サ大統領の再選キャンペーンに巨額の資金を提供したことで罪に問われた。146 モルディブの財務相
は、中国と締結した案件に絡みリベートを受け取っていたことで前政権が捜査を受けたのは、大規模
に行われている「故意の不正行為」の表われだと暴露した。147 中国はBRI関連の腐敗を一掃すると約
束し、海外事業を展開している企業の活動を監視するために中央規律検査委員会の権限を拡大した
が、148 未だ海外での腐敗に関与した自国の企業や国民に対して罰則は科していない。149

交易、援助、観光、企業進出、投資の増加はすべて中国の影響力強化につながっている。中国はイン
ド太平洋のほぼすべてのBRI受入国にとって最大または第二の貿易相手国であり、域内のサプライ
チェーンは中国と緊密に繋がっている。COVID-19流行の前には中国からの観光客が圧倒的に多く、
贅沢品に多額の金を落としていた。また中国は海外直接投資（FDI）の面でも大国であり、カンボジ

武力と影響力の誇示だけでは、
中国の海外「戦略的要地」にとっ

て持続的環境を創出するには 
不十分であろう。
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ア、タイ、パキスタン、スリランカ、バ
ングラデシュをはじめとするBRI受
入国にとっては最大の外国投資家
でもある。150

これは単なる影響力の示唆にとど
まらない。中国は、相手国が一線を
超えて中国に背いた場合には、利
益をもたらす投資、観光、貿易をい
つでも停止する意志を明白に示し
てきた。2012年、中国は南シナ海
に関してフィリピン政府が法的手段
に訴えたことを受け、フィリピンから
の果物の出荷を停止させた。151　ま
た、韓国ではロッテグループが中国の意向に反して米国の高高度防衛ミサイル（THAAD）システム用
の敷地を政府に提供したことに報復措置をとり、韓国への団体旅行を中止した。152　COVID-19の感
染源と拡大に関する国際調査を求めたオーストラリアに対しては、中国の消費者がオーストラリア産
の牛肉やワイン、オーストラリアへの留学や旅行をボイコットするであろうと駐オーストラリア中国大
使が脅した。153　中国当局は、中国政府の意向に従わない国に対して商業・経済上のダメージを与え
ると脅迫して悪びれるところがない。154

中国の指導部は、外交問題では「愛されるよりも恐れられよ」という原則に従っているのかもしれな
い。しかし、中国の戦略が力を誇示し利用することだとしても、それだけでは本格的な軍事基地はも
とより、海外の戦略的要地のための持続可能な環境を創出するには不十分であろう。したがって、将
来の中国軍の作戦行動拡充に向け、都合の良い状況を創出するためには、前述したようなBRIある
いは貿易、その他の手段を通じて中国政府が手にした影響力を他の種類の活動で補強しなければ
ならない。長年使われてきた手法のひとつがハイレベル外交、特に海外から訪れた首脳や代表団を
贅沢な特別待遇で出迎えるというやり方である。これは中国政府が重視するエリート層に狙いを定
めたものであるため、当該国の国民に中国に対する肯定的な見方を醸成する効果は弱いであろう。
同様に、中国外交官も海外で今までより公に遠慮なく発言し、強引になってきている。しばしば攻撃
的で「戦狼」症候群ともいえるこの態度は、海外の政府や国民にかなりの悪感情を抱かせるため、実
際は中国の国益を損なっている。

COVID-19感染拡大における中国の「マスク外交」は、周到に練られたソフトパワーの実践例である。
場所によっては反感を買っているが、援助の大半はBRI受入国向けであること、また国営メディアが
これを「ヘルス・シルクロード」構築の「新たな転換点」と報道したことには注目すべきであろう。155　
中国政府はパキスタン全土の主要都市に数千個の検査キットと数十万枚のマスクを満載した航空機
を派遣した。156　フィリピン、カンボジア、ミャンマーには数万個、場合によっては数十万個もの検査キ
ットと個人向け防護用品を送り、医療チームを派遣するケースもあった。157　スリランカに対しては、
マスクと検査キットの寄付に加え、5億ドルの資金援助に同意した。158　人道的寄付の見返りに公の
賞賛を求める中国の姿勢が反感を買う地域もあったが、寄付を受けた各国の政府関係者は熱烈な
謝意を表明した。159

2019年8月3日に北京で開催された、東アジア地域包括的経済連携中間閣僚会合。出典：オーストラリア外務貿易省
（2019年8月9日）
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海外からの賞賛を求めることは、インド太平洋内外の人々に「中国のストーリーを伝える」という海外
向けプロパガンダや情報操作の利用拡大のほんの一面である。中国の国営メディアは、グローバルな
世論を作り変え、「中国脅威論」を払拭するために最も重要な役割を果たしている。2018年、中国は
BRI受入国の記者を集めたフォーラムを開催し、各国のメディア会社から成る「一帯一路ニュース協
力連盟」に関するルールを設定した。160　翌2019年、中国政府は人民日報が運営する「一帯一路ニュ
ースネットワーク」を立ち上げたが、その目的は都合の良い内容を広め、無料のワークショップを開催
し、BRIに関する一元的な情報源となることである。案の定、ネットワークはBRIと中国を肯定的に捉
えたものとなり、メンバーとなったメディアの放送局は26カ国以上におよんでいる。国営新華社通信
はいくつかのBRI受入国の通信社と共同契約を結び、現地語によるニュースやその他の番組を配信

している。一例として、タイ・ニュースネットワークは新
華社通信のチャイナ・レポートを毎日放送し、CGTN（
中国グローバルテレビジョンネットワーク）とCCTV（
中国中央テレビジョン）は英語および海のシルクロー
ド沿いのスリランカ、パキスタン、タイ、インドネシア、フ
ィリピンなどの各国語による番組を放送している。そ

して数多くの中国国営メディアはフェイスブックのアカウントを利用して、インド太平洋全域の何百万
ものフォロワーに情報を発信している。161　他にも否定的な報道を流さないための戦略として、広告
スペースに費用を出し、国や地方の役人だけでなくエディターやジャーナリストを饗応している。162

人民解放軍自体も、力強くかつ平和的に大国を目指すという中国のイメージの創出と、重要な海洋
ルートにある沿岸諸国において中国軍のプレゼンスやオペレーションに対する警戒感を弱める、と
いう点で重要な役割を担っている。2002年以降、中国軍はインド太平洋全域にて数々の人道支援・
災害救助活動（HADR）に参加しており、それが軍の作戦の熟練度向上にも一役買っている。この10
年、中国はインド洋およびその周辺だけでなく東南アジアでもHADRを実施しており、その中にはパ
キスタンやモルディブでの任務も含まれている。163　中国軍は域内でのイメージアップのため、病院船

「ピースアーク（和平方舟）」も派遣している。

最も注目すべき中国軍の海外展開は、2008年から参加しているアデン湾のアフリカの角沖合にお
ける海賊対策である。このミッション全体は2008年6月の国連安全保障理事会（UNSC）決議によっ
て認可されたもので、アデン湾に軍を派遣した最後の常任理事国が中国であり、中国海軍がアジア
太平洋地域外に派遣されて実務に当たる最初のミッションとなった。164　安保理決議を受けて中国
はアデン湾護衛部隊（ETF）を派遣したが、これは中国側の単独行動であり、アフリカの角沖合のオペ
レーションを行う既存の多国籍連合の一部としてではなかった。2019年の時点で、中国軍はアデン
湾の32のミッションに従事し、10年前に活動を開始して以来推定2.6万人の人員を派遣している。165

当然のことながら、これらのミッションの目的はひとつではない。ETFの派遣は、ソマリア沖の海賊に
より中国の貨物船が繰り返し襲撃を受けたため決定されたもので、明らかに中国船舶の利益保護が
一つの要因である。責任あるステークホルダーとしてのイメージを創りたいという中国政府の意識は
その行動に表れており、海洋法に関する国際連合条約下での国際法的根拠と安保理決議に基づくオ
ペレーションであることを強調し、また最初にソマリア政府からの明確な派遣依頼を求めた。166　中
国政府はこれらのオペレーションを、米海軍大学の学者が称した「ブルー・ソフト・パワー」を顕示す
るために利用し、中国軍が国際社会の福祉に貢献しているとさかんに宣伝している。167

米国防総省の軍事外交戦略に
そのまま倣い、中国軍は合同演
習、訓練、交流を強化してきた。
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アデン湾派遣には、外洋海軍
の発展に寄与し、戦力投射能
力を強化し、海軍に極めて重
要な実務経験を積ませるとい
う明らかな軍事目的がある。
これを如 実 に示しているの
は、2013年から中国政府が
潜水艦および新たに任命さ
れた部隊をアデン湾ETFの一
部として派遣したことである。
これらの派遣は中国海軍が
経験を積み、戦力投射能力を
テストする上での実戦経験の
代役と言える。168　こうした軍
艦はリビアおよびイエメンか
らの自国民の退避や、シリア

の化学兵器の廃棄を支援した。この派遣によって中国海軍は、英語の使用経験、海軍同士の会合や
対話、外国海軍との合同訓練などを含め、国際的な露出が増えた。退役海軍少将のマイク・マクデヴ
ィット氏は、「海賊対策に加わってから、国際的な海軍間の交流に対する中国海軍のアプローチは目
に見えて変化した」と述べている。169

おそらく海賊対策派遣に付随する最も重要な変化は、アデン湾における軍務中、または往来に伴い
中国海軍が寄港する回数が著しく増加したことである。病院船ピースアークを含む軍艦の寄港など
により、ETFの寄港回数は増加している。2017年、中国軍は一帯一路海軍特殊部隊（One Belt One 
Road Navy Task Force）を南シナ海とインド洋に派遣し、6カ月間に渡ってカンボジア、インドネシ
ア、ミャンマー、パキスタン、スリランカ、モルディブ、ジブチ、サウジアラビアその他多くの国々に寄港
した。それ以来中国海軍の軍艦は停泊、合同演習あるいは国際的展示会を目的として繰り返し寄港
している。170
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ヤンゴン郊外のティラワ港での出発式（2016年10月4日開催）にてミャンマー海軍と民間人の見送りを受ける、中国人民解放軍海
軍第23護衛部隊のフリゲート艦「湘潭」号。出典：ROMEO GACAD / AFP（2016年10月4日）
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米国防総省の軍事外交戦略にそのまま倣い、中国軍は合同演習、訓練、交流を強化してきた。実戦形
式から野外医療まで及ぶ合同演習は貴重な関係を育み、新たなスキルの習得を可能にし、外国軍に
関する情報を提供し、相互運用を容易にするだけでなく、自国軍の能力を見せつけることによって他
国軍に脅威を与えることができる。中国軍と他国軍の合同演習は2013～2016年の間に8倍に増加
した。171 この中には上海協力機構（SCO）の後援を受けた多国間の軍事演習も含まれ、2018年には
中国とASEAN諸国との初めての海軍合同演習が行われた。南シナ海における強硬な態度を踏まえ
ると、これは中国の軍事外交にとって画期的な出来事である。172

ますます活発に行われている軍事交流プログラムは中国軍と他国軍との関係を強化し、増え続ける
合同演習を補っている。中国は軍同士の連携強化における米軍の戦略と慣行を数多く取り入れてい
るが、これはその一例である。2016年時点で、130カ国以上の4,000人を超える兵士達が中国の軍
事教育機関で学んでいる。173　このような教育の交流が目指すのは、外国軍の高官との関係構築を
通じて軍同士の関係を強化し、途上国の統治エリートの主要階層を成す彼らの中国に対する見方
を改善することである。174　中国は2013年からパキスタンと様々な分野で二国間軍事演習を少なく
とも12回実施しており、毎年カンボジアと行っている合同軍事演習ゴールデン・ドラゴンの参加人数
は、2016年の数百人から、COVID-19パンデミックの最中にも関わらず行われた2020年には3,000
人規模に増加した。2015年にはスリランカと年に一度のシルクルート演習を開始し、2017年にはミ
ャンマー軍（Tatmadaw）と初めての合同軍事演習を行った。175

自 国 軍 の 国 際 的プレゼンスの 高
まりに伴い、中国は世界の武器販
売でも台頭しつつある。武器貿易
の分 野では 米 国 、ロシア、ドイツ、
フランスに後 れを取っているもの
の、中国の武器輸出量は2000年
から2 7 5 % 増 加している。1 7 6　輸
出先として中国が特に注目してい
るのがB R Iの主 要 受 入 国である。
長年にわたり緊密な政治・安全保
障関係を築いてきたパキスタンが
最大の相手国であることに驚きは
なく、2008～2018年のパキスタ
ンへの武 器 供 給 は64 億ドル超に

上った 。2 0 1 9 年 、パキスタン は 中 国 から 総 額 4 0 億ドル で 潜 水 艦 8 隻 を購 入した 。1 7 7 　
中 国 軍 とパキスタン軍 の 関 係 の 深 化 を示 唆する形 で、2 0 1 8 年 に 中 国 がパキスタンに 北
斗 衛 星 システム の 軍 事 機 能 へ のアクセスを他 国 で 初 めて 許 可した 。これ によりパキスタ
ンはミサイル 、軍 艦 、戦 闘 機 の 誘 導 能 力 を向 上 させることができる 。1 7 8 　 バ ングラデ シュ
とミャンマー は 中 国 の 主 要 な 武 器 援 助 先として注 目されており、1 7 9　中 国 はカンボジア 1 8 0  

とスリランカ181 にとって最大の武器供給国となっている。2019年、カンボジア首相はすでに総額2.9
億ドル相当に上っていた既存の契約に加え、中国からさらに4,000万ドルの武器を「友好価格」で購
入した。182　ミャンマーは2013年以来、戦闘機、無人航空機、船舶、装甲車を含む約7.2億ドルの武
器を中国から調達した。183　2019年には防衛協力関係と親善を強化するため、中国はスリランカに

マニラの軍本部にて2017年10月5日に開かれた、中国政府からの兵器寄付を記念する式典で握手する駐フィリピン
中国大使趙鑑華氏とフィリピン国防長官デルフィン·ロレンザナ氏、及び側で拍手するフィリピン軍参謀長エドゥアル
ド·アニョ氏。出典：TED ALJIBE/AFP（2017年10月5日）
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1,400万ドル相当の中国製の暴動鎮圧用装備および警察車両とともにフリゲート艦P-625184  を寄贈
した。185　コロンボにある中国大使館の武官は、「我が国は両国間ならびに両軍の実用的な協力関係
を強化するために、一帯一路構想の発展推進を希望する」とはっきり述べた。186

前章で述べたとおり、デジタル・シルクロードと一帯一路宇宙情報回廊により、中国は技術的、軍事
的、政治的な影響力を強めている。2018年、習国家主席は中国が「ネットワーク情報分野における
軍民融合を強化し、サイバー空間に積極的に進出すべき」であると強調した。187　BRI受入国に基幹
技術とデジタル機構を提供することで影響力が生ま
れ、中国のC4ISR能力が向上する。そして、BRI受入
国の欧米由来のネットワークや技術への依存度が
低下し、経済面および技術面で中国に頼る傾向が強
まる。

パキスタンは北斗衛星ネットワークの軍事機能の使
用が許可された最初の国だが、30以上のBRI受入
国が民生部門で北斗システムに繋がっており、さら
なるアクセスを求めて中国政府に依存する傾向が
強まるであろう。188　また中国がBRI受入国で5Gネットワークの開発を継続し、それらを北斗衛星ネ
ットワークと連結するに従い、中国の影響力はさらに強まり、米国の商業、外交、戦略上の利益を阻
むこととなる。中国はBRI受入国に対しデジタル製品に加え、国家管理とサイバー空間上の主権を
中核に構築されたデジタル基準とインターネット統治のひな形をも輸出している。高度なセキュリテ
ィと監視技術を備えたスマートシティの開発において、それらの都市が戦略的要地に連結しているか
を別としても、中国は受入国政府に国民を監視と社会統制下におくためのツールを提供している。中
国はさらに、「ビッグデータ」の収集を可能とし、中国の情報機関が機密情報に直接アクセスできるよ
うなシステムと技術も提供している。

中国では2017年施行の法律に基づき、海外でBRIプロジェクトに携わる者も含め、すべての国民と
企業は国の情報機関への協力が義務付けられている。189　よって光ファイバー製のケーブルネットワ
ークやデータセンターを構築している中国企業は、データ通信を監視または遮断できる機能を製品
に埋め込むよう命じられる可能性がある。190　中国がエチオピアのアディスアベバでアフリカ連合の
新本部ビル建設を請け負った際にも同様のことが起こり、中国が連合内部の通信情報にアクセスで
きるバックドア（裏口）が装備された。191

海のシルクロードに沿ったスマートポートの開発は、中国のC4ISR能力の拡大・強化に寄与するとみ
られる。データの一元化と自動化の推進により、リアルタイムな情報取得を通じたグローバルなサプ
ライチェーン上の物品・船舶の動向把握が可能になる。192　インド太平洋全域で港湾を運営する国
有企業や民間企業を通して、中国政府は米軍艦の戦闘即応性など米国の軍事戦略や軍事資産に関
するインテリジェンスだけでなく、米国船舶の修理、補給、運航などに関する手順についても情報を
得られる。米国への対抗と中国海軍自体の能力向上にとって、これらの情報は有益である。ハンバン
トタ港に関する交渉中に、中国側ははっきりと情報共有を取引の一部として推し進めた。スリランカ
の元駐中国大使で外相も務めたニハル・ロドリゴ氏は、スリランカ当局はハンバントタ港に停泊する
船舶の情報を共有するよう中国に明確に要求されていると述べた。193

BRI受入国に基幹技術とデジタ
ル機構を提供することで影響力
が生まれ、中国の情報収集能力
が向上し、受入国は欧米主導の
ネットワークや技術よりも、中国
製のものに頼るようになる。
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VIII. BRIがもたらす影響
中国は海路、陸路、デジタル、宇宙、保健、その他多様な一帯一路を構築している。スマートシティと
5Gネットワークを発展させ、貿易・投資面の繋がりを強め、商業的プレゼンスを拡大し、世界中に散
らばる中国系コミュニティの愛国心に訴えかけ、新たな軍事外交に乗り出し、伝統的な民間外交を
推進し、メディアへの影響力を強め、BRIの旗印のもとに新たなインフラ事業を立ち上げている。多
様な領域にわたり、中国政府はより都合の良い戦略的環境で行動できるよう、影響力を与える手段
を蓄えつつある。多国間のルールを設定する国際機関に対する影響力の拡大、そして時には新たな
機関を設立する中国の組織的な活動と相まって、これらのBRIプロジェクトは地域ひいてはグローバ
ルなエコシステムへとつながり、米国および他の競合国には不利な状況を生むように見える。

本レポートで分析した4つの例が示すように、中国の戦略的要地が米国の海外軍事拠点と同じでは
ないことは明らかである。しかしこれらの拠点を所有することで、中国は戦力投射能力を強化・拡大
するうえでかなりの軍事的優位に立つことができる。何よりもまず、軍の物流および支援ネットワー
クが著しく強化される。ジブチ駐在の中国高官が述べたように、中国は「補給艦の随行を要とするモ
デルから、海外支援拠点を主眼とし、他の港湾によって補完される新しいモデル」へと転換しつつあ

る。194　中国が運営する港湾のネットワーク拡大によ
り、中国海軍が外洋海軍へと変貌する土台が整い、
ネットワークが強固になるにつれ、さらに中国軍の
部隊を海外に派遣する道が開ける可能性がある。

軍事基地でないとはいえ、ミャンマーのチャオピュー
港とカンボジアのコッコン港はマラッカ海峡を挟ん

だ戦略的要地であるため、中国軍はマラッカ・ジレンマの解消に向けて能力を強化できる。すでに南
シナ海に存在する軍事プラットフォームによる支援の元、中国はこの2港を活用して通過する他国の
軍用艦により大きな脅威をもたらすことができる。195　インド洋と南アジアの戦略的要地によって、極
めて重要なシーレーンを保護し、反テロ活動を含め海外権益を守るための活動を支援する幅広い能
力が得られる。この2港を含め中国企業が運営する港湾は、米海軍および同盟国の軍事資産に関す
る情報収集に役立つプラットフォームとしての機能を備えている。港湾のC4ISRのプラットフォームと
しての有用性は、デジタル・シルクロード関連技術、北斗衛星ネットワーク、スマートポート開発の進
展とともに高まるであろう。

中国の統合戦略において、これらのプラットフォームは軍事、インテリジェンス、デジタル面での任務
と主要な商業・政治機能を結びつけるだけでなく、重要な象徴的影響ももたらす。ジブチ物流支援施
設の設立は、中国がアフリカに持続的な関心を有し、現地での投資案件を保護する意向があること
を示している。南アジアおよび東南アジアでも同様の手法が見られる。カンボジアのコッコン港がジ
ブチの施設のように中国海軍の明らかな支援拠点になれば、東南アジアに対して「抵抗しても無駄
だ」という威嚇的なメッセージを発することになる。

これらの特性はすべて、特にBRIプロジェクト受入国に対する一定の影響力を中国に与えている。中
国の増加する兵器売り上げと中国の技術への需要はこの影響力を強める一方だろう。中国の戦略

多様な領域にわたり、中国政府
はより都合の良い戦略的環境で
行動できるよう、影響力を与える

手段を蓄えつつある。
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的野望と敵対化が進む米中関係を踏まえると、米国のリーダーシップ、同盟体制、外交的立場、他国
の米国支持を弱体化させようとして、中国政府がこれらの手段を利用すると考えられるのは当然だ。
また、地理的状況、および米軍がインド太平洋全域でアクセスが必要なことを考えると、域内の国々
が米軍の支援、あるいは通過許可さえためらう傾向が強まっていることは米国の安全保障政策に不
利益をもたらすだろう。

特に東南アジアにおいて、中国の影響力行使はすでに米国の防衛上の利益と対外関係に重大な影
響を及ぼし始めている。2017年1月、カンボジアは米国に対して、毎年行われていた二国間の合同
軍事演習、アンコール・センチネルの中止を通告した。また同年の後半には、米海軍建設工兵隊の人
道支援活動を無期限延期した。これらを含め、米国およびその同盟諸国と距離を置こうとする動き
は、過去最大の中国・カンボジア合同軍事演習の直後に始まった。同時に、習国家主席がカンボジア
を訪問し、8,900万ドルの債務免除、2.38億ドルのソフトローン、1,500万ドルの軍事援助、さらには
首都の新スタジアム建設に1.5億ドルの助成金を申し出た直後でもあった。196

さらにカンボジアの中国寄りの傾向を鮮明化させたのは、米海軍がリアム海軍基地に自身で建造し
ていた施設を改修する計画を打ち切るというカンボジア政府の2019年6月の決定であった。この決
定はカンボジアが中国に基地使用の権限を与えるのではないかという強い警戒感を招いた。197　同
月の後半には、両国間で中国軍がリアム海軍基地を30年間、兵士・部隊の駐留、軍艦の停泊、武器の

保管に使用するという秘密合意に達した
との報道が流れた。198　カンボジア政府
は否認しているが、中国軍高官の訪問お
よび近隣の州に中国の無人偵察機が墜
落したことなどから疑念はさらに強まっ
ている。199

近隣のフィリピンでは、米国に代わって
中国の影響力が著しく増大している。ドゥ
テルテ大統領の就任前の2014年には、
米国とフィリピンは防衛協力強化協定（
補給品の事前配備や米軍のフィリピン
国内基地へのアクセス許可）を締結し、
両国の同盟関係は最高潮に達した。しか
し、2016年にドゥテルテ大統領が当選

すると、中国・フィリピン間の貿易ならびに中国からのFDIが急増し始めた。この年、中国を初めて正
式訪問したドゥテルテ大統領に習国家主席は総額240億ドルの経済援助と開発基金の提供を申し
出た。200 続いて総額約450億ドルの投資も約束した。201 実際に投入された額はまだわずかだが、投
資の約束を結んだことで中国がフィリピンから政治的譲歩を引き出したことは明らかである。202 ドゥ
テルテ大統領は2017年に中国から国防物資調達のため5億ドルを借り入れ、中国・フィリピン間の
防衛関係を押し上げた。2018年に両国は初めての海軍の合同軍事演習を行った。中国軍艦のフィ
リピンへの寄港回数も増え、ドゥテルテ大統領の故郷にあるダバオ港にも何度か立ち寄った。この時
期、米国とフィリピンの防衛協力は弱体化し、南シナ海における共同パトロールの中止に加え、航行
の自由作戦を実施中の米海軍の軍艦が補給や修理のために寄港することが拒否された。203

ダバオ国際港に停泊する中国海軍のミサイル駆逐艦「長春」号を2017年5月1日に訪問し、中国海軍の士
官の敬礼に応じるフィリピンのドゥテルテ大統領とそれを見つめるデルフィン·ロレンザナ国防長官。出典: 
MANMAN DEJETO / AFP（2017年5月1日）
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2020年2月にドゥテルテ大統領が突然、米軍の駐留を許可する訪問軍地位協定（VFA）の破棄を通告
したことで、両国間の関係悪化は一気に進んだ。この声明はアジアで米国の影響力が低下する一方、
中国が存在感を増していることのシグナルと受け止められた。協定破棄は今のところ「棚上げ」され
ているが（無効にはなっていない）、米国の防衛政策にとって重大な脅威である。実際に破棄された
場合、米軍による数多くの軍事演習や作戦行動が不可能になる恐れがある。フィリピンへのアクセス
を失えば、南シナ海に最も近い米軍の施設があるのは1,000マイル以上離れた沖縄ということにな
る。204 すなわち、前線作戦拠点および補給基地としてフィリピンが利用できなくなれば、作戦面で多
大な支障が生じ、米国の抑止力が損なわれる。

長年に渡り、米国の重要な条約上の同盟国であったタイとの関係は、2014年の軍事クーデター
を機に悪化した。米国法の制限により、民主的体制が復活するまでの防衛協力の範囲は限定され
た。2015年、米国がタイなどと毎年行っているコブラ・ゴールド（多国間共同訓練）の規模を縮小し
た中、中国空軍とタイ空軍は初めて合同演習を行い、その後も5回以上実施して軍事行動の幅を広
げている。205 また、中国はタイへの主要な武器輸出国としても台頭してきている。タイのクーデター
後、両国は10件もの大型武器契約に署名したが、その中にはタイ軍にとって最大額の防衛装備購入

10.3億ドル（潜水艦3隻、戦闘戦車48両）が含まれて
いる。206 こうした防衛協力体制の強化を反映し、タイ
の国防技術研究所と中国はタイ軍向けの中国製兵
器を製造する共同施設を設立する予定である。207　

タイでの中国の影響力の高まりは、米国にとって武
器売却や合同演習をはるかに超えた軍事的懸念を
生み出している。米国ではなく中国で訓練を受ける
タイの軍官の数が増加している。タイはサータヒップ
海軍基地の潜水艦施設建設に中国の協力を求めて

おり、中国海軍の基地へのアクセスを承諾する予定だ。従来、サータヒップ海軍基地は米海軍の寄
港地であるため、中国海軍の存在はここを訪れる米軍艦にとって機密情報漏えいやその他のリスク
を高めるものだ。208 ウタパオ飛行場は米軍にとって重要な物流拠点だが、近隣国に米空軍が支援物
資を提供するためのアクセスをタイが拒否する事例が増えている。一例として、2017年にはミャンマ
ー軍の意向を重視し、米国によるロヒンギャへの人道支援活動を拒絶した。兵器と訓練を中国に頼
る傾向の深化を踏まえれば、タイもやはり中国の言いなりになるのだろうか。そうであれば、中国を
巡る危機に対応する米国の能力は著しく損なわれことになろう。209

中央アジアへの中国の関与も加速しており、最近ではこの地域へのFDIがロシアを抜いて1位となる
など、ここ10年で中国の影響力は著しく高まっている。中国は新疆自治区と境界を接する中央アジア
へのBRI投資を、イスラム教徒のテロ攻撃と分離派の脅威に対応するためと主張している。特にタジ
キスタンでは多数のBRI事業に投資しており、そのおかげで債務が急増している同国は破産を免れて
いる。210 いまやタジキスタンの海外債務の52%は対中国が占めている。BRI事業がタジキスタンの債
務に及ぼす影響については警戒感が出てきているが、それ以上に目立つのは軍事施設の建設を含
む中国軍のプレゼンス増大の兆候である。中国はタジキスタンとの防衛関係を全面的に強化し、二
国間および多国間の軍事演習・訓練を増やしている。中国は軍事訓練センター建設への資金提供を
約束し、将校クラブの建設に1,900万ドルを投入した。211

中国の統合戦略において、これ
らのプラットフォームは軍事、イ
ンテリジェンス、デジタル面での
任務と主要な商業・政治機能を
結びつけるだけでなく、重要な

象徴的影響ももたらす。
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さらに目を引くのは、中国がアフガニスタンのワハーン回廊近くに建設した大型軍事施設である。今
のところ、駐留しているのは中国軍に属する準軍事警察だが、この施設は大隊規模の部隊と軽装歩
兵隊を収容できる。ただし、中国高官は相次いでその存在を否定し、あくまでも訓練と物流のための
施設だと言い張っている。212 また、2015～2016年に秘密裏に締結された一連の二国間協定によ
り、中国はタジキスタンとアフガニスタンの国境地帯に30～40カ所の監視所を新設・改装する権利
を取得した。213 タジキスタンのある高官は、国内には「中国人が国境警備を完全に掌握し、独自に監
視を行っている場所がある」と認めている。214 タジキスタン、もっと広く言えば中央アジアにおける中
国軍のプレゼンスの高まりは、危険にさらされているBRI施設の防護という域をはるかに超えた戦略
目的に沿ったものである。そのような目的のひとつは明らかに反テロ活動だが、米国軍のアフガニス
タンからの撤退を機に、できるだけ優位に立とうとする中国の意図があると考えられる。

軍事施設や軍民両用インフラの建設に加え、同盟国やパートナー国においても米軍の港湾アクセス
を難しくすることで、中国のBRI投資と積極的な外交攻勢はアジア太平洋地域での米軍の戦力投射
能力を低下させ、妨げることに役立っている。2015年には、戦略的に重要な位置に在るダーウィン
の港湾に関してオーストラリアと中国が99
年間のリース契約を締結し、米国では安全
保障上の懸念が突如として浮上した。ダー
ウィンでは毎年、米海軍遠征部隊（MEU）が
交代でオーストラリア軍と6カ月間共同訓練
を行っている。総勢1,700名強のこの部隊に
は米国で最も優れた航空戦闘隊が含まれ、
最新鋭の強襲揚陸艦に乗船予定だった。215

上記契約に関するオーストラリア上院の報
告は、ダーウィンの港湾の運営管理を掌握
することで、中国は近隣に駐留する米軍と
オーストラリア軍の情報収集が容易になる
と警告を発している。216 軍当局者の中には、
諜報活動だけでなく米国の軍艦がサイバー攻撃や破壊工作の対象となる可能性を指摘している者
もいる。217 このような攻撃が実際に起こるかどうかはともかく、米国の軍事立案者が高性能の軍艦
や戦闘機のオーストラリア北部への配備を再考すれば、中国は優位に立つことになろう。

さらに遠方に目を向けると、中国の国有企業である上海国際港務集団（SIPG）がイスラエル・ハイフ
ァ港のコンテナターミナルの運営権を2021年から25年間貸与する契約を勝ち取った。218  ハイファ
港はイスラエル最大の港であり、米軍との合同海事演習が度々行われ、米軍艦の寄港地でもある。
イスラエル政府に対し、米国防省が同港への寄港を見直す可能性があると警告したとの報道もあ
る。219 中国の国有企業はアラブ首長国連邦、オマーン、サウジアラビア、エジプトでも主要港を運営
しており、港湾施設を必要とする米国の軍艦が利用できる低リスクの候補がさらに狭まっている。220 
しかし、諜報活動や破壊工作などのリスク、また中国の国有企業が海外港湾を運営している事実よ
りも、米国のパートナー国がますます従来のようなハイレベルの支援を見直す可能性が懸念される。

条約上の同盟国ではないが、米国と緊密な軍事協力関係にあるシンガポールは注意すべき一例で
ある。チャンギ海軍基地は米第7艦隊にとって重要な物流拠点であり、最新式の米沿岸戦闘艦が停

オーストラリアのダーウィン港に寄港する米海軍のドック型輸送揚陸艦デンバー。米海軍Mass Com-
munication Specialist 3rd Class Christopher Lindahlが撮影、2013年9月3日に公開。



4 0  |  ASIA SOCIETY POLICY INSTITUTE  「兵器化」する一帯一路構想 

泊している。2019年9月にシンガポールは米国との防衛協定を更新し、主要な空軍・海軍基地への
米軍のアクセスを引き続き容認したが、一方で注目すべき動きを見せた。シンガポール防衛相が北
京を訪問し、両国は訪問軍地位協定および相互物流支援協定を含め、二国間軍事演習を強化する
内容の防衛協定に署名したのである。221 驚かされるのは、これが2008年に両国の防衛協定が正式
に発足して以来、初めての内容の深化だったこと、また、台湾との合同演習の後にシンガポールの軍
用車両が中国に押収されるなど一連の事件の後に締結されたことだけではない。シンガポール政
府が米国との軍事協力を強化する一方で中国ともそれに相当する協定を結びバランスを取ったこと
は、地域一帯への中国の進出拡大を受け、米国の安全保障パートナー国が米中間でリスクヘッジを
試みていることの表れである。シンガポールの高官は非公式にではあるが、米軍に対し中国軍と同
等の便宜を図っているシンガポールに対する中国の苛立ちを「なだめている」ことを認めている。222

長年にわたって相互防衛条約を結んでいても、危機の際に米軍が同盟国の領土に軍事的にアクセス
できる完全な保証とはならない。フィリピンやタイでは中国の影響力が増大しているため、中国が絡
む危機の際に米軍にアクセスを進んで提供するかは疑問である。米同盟国あるいは安全保障パート
ナー国の米国支援に対するためらいにより、米国が軍を効率的に配備するうえで障害が増え、抑止
力が損なわれ、軍事行動に制限が生じる。インド太平洋における中国軍の軍事行動への米軍の介入
を難しくすることも中国の戦略である。巨額の費用をかけて自力で海外に多くの軍事基地を建設す

る代わりに、中国は経済面や他の分
野での影響力を第三国に行使して
いる。これは第三国が米軍にアクセ
スあるいは支援を提供するコストを
押し上げ、インド太平洋における米
軍の軍事行動や介入にかかる費用
を増大させることが目的である。

また、米国を排除した地域・多国間
安全保障組織を設立、あるいは設立
に向けて他国を勧誘している。上海
協力機構（SCO）、アジア相互協力信
頼醸成措置会議（CICA）、香山フォー
ラムなどを利用して、時代錯誤的な
米国の同盟体制は共通の安全保障

を損ない、何よりも尊重すべき国家主権と政治不介入の原則を犯すと強く主張している。こうした物
言いは中国（および他国の政府）を国際的な圧力あるいは批判から守るためのもので、とりわけ国
際海洋法裁判所が南シナ海の領有権に対し、中国の主張を退ける決定を下したことを意識したも
のである。223

第二次世界大戦の終結以降、米海軍は国際水域においてほぼ自由に活動できた。軍艦、戦闘機、軍
隊を遠方の海岸に配備するに当たり、他国の許可や支援を得られるかを懸念する必要はほぼなか
った。しかし、中国が戦略的要所を開発し影響力を強めているため、長年にわたって享受してきたほ
どの自由なアクセスは難しくなってきている。退役海軍少将のマイク・マクデヴィット氏はジブチの物
流支援施設について言及し、「中東や東アフリカの紛争地域で米国と相容れない中国の権益が関与

2019年の「ノーザン・エッジ」演習に参加する米海軍空母セオドア・ルーズベルトと、それに接近する米海軍駆逐艦キッ
ド。米海軍Mass Communication Specialist 1 Class Ryan J. Batchelderが撮影、2019年5月16日に公開。
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している場所には、何の障害もなく我が国の海軍を配備できるともはや考えるべきではない」と述べ
ている。224 カンボジアやミャンマーの港湾プロジェクトが戦略的要所として発展を続ければ、いずれ
主要水路への米国のアクセスを制限あるいは拒否する中国軍の力が増し、中国がタイランド湾、マラ
ッカ海峡、ベンガル湾での米海軍の活動に異議を唱える力を持つようになる。

さらに深刻な問題として、米中間の緊張が高まった場合、中国の怒りを買うことを恐れ、フィリピン、
タイ、シンガポールなどが自国の軍事基地や施設への米軍のアクセス許可を躊躇する可能性があ
る。そうなると、軍事行動の柔軟性は著しく削がれ、米海軍の物流チェーンは寸断され、即応性に悪
影響を及ぼす。225 フィリピンが米兵の法的地位を定めた訪問軍地位協定（VFA）を最終的に破棄す
れば、南シナ海の米軍は物資や燃料の再補給のために1,000マイル以上移動しなければならない。
したがって懸念されるのは、BRIの様々な要素が
他の中国の活動と相まって、中国には有利に働
き米国には不利な戦略的エコシステムを構築し
てしまうことだ。とりわけこのエコシステムは、特
に危機の際に第三国が中国の反発を招く行動を
回避する場合において、米軍のインド太平洋地域
への介入を妨げる可能性が高い。

とはいえ、戦略遂行への中国の道筋は決して容
易ではない。スリランカ、ミャンマー、カンボジア
などBRI受入国の一部は中国軍の駐留拒否を公然と表明している。パキスタンでさえ、グワダル港が
中国の軍事基地として開発されている噂をプロパガンダとして公に否定している。226 ある意味、中
国の忍び寄るような漸進主義は、中国軍のプレゼンスに対する障害が多いことの表われであろう。ま
た、海外施設建設に当たり自国の建設業者が軍用規格を巧妙に避けたり、無視したりすることも軍
にとって障害となっている。中国軍のアナリストは、港湾建設における広範囲の規則違反は、こうした
インフラ資産の軍による活用を妨げていると警告している。227

「中東や東アフリカの紛争地域で
米国と相容れない中国の権益が関
与している場所には、何の障害もな
く我が国の海軍を配備できるとも
はや考えるべきではない」元海軍
少将マイケル・マクデヴィット氏
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IX. 結論
港湾インフラとデジタル事業を中心とする表向きは商業目的のBRI投資は、中国の海洋大国への発
展を直接後押しし、軍にその優先事項を支援するための戦略的資産を提供している。経済開発政策
と銘打ってはいるが、BRIの実体は中国の大国化に繋がる戦略的環境を整えるため、習国家主席が
求めている「軍事闘争と政治、外交、経済、文化、法律面の緊密な連携」を確立するための政府一丸
となった努力を具現化したものである。228 軍民融合は中国の国防政策の戦略的枠組みの柱のひと
つであり、これによって中国は平時においては国防資源、紛争時には民間のインフラ事業を活用し、
利益を得ることができる。229 習国家主席が「戦略能力の軍民統合システム」を唱えていることを踏ま
えれば、230 港湾都市モデル、デジタル・シルクロード、 宇宙情報回廊などの大型BRIインフラの重要
分野が軍事・インテリジェンス能力を向上させる軍民両用機能を備えていても不思議ではない。

中国はBRIが平和的で他国を傷つける意図のない「ウィンウィン」の構想であると主張しているが、
周到に準備された軍事戦略面での機能性が深く埋め込まれているのは明らかだ。しかし、米国やア

ジア太平洋地域の利害に対する安全保障上の脅
威は、他国の沿岸地域に軍事施設を建設し、戦争・
防衛の拠点とする「真珠の首飾り」戦略にあるので
はない。中国が米国型の本格的な海外軍事基地を
建設している証拠がほとんどない一方、米軍の介
入にかかわるコストを著しく増大させ、米国が絡む
アクセスや支援をBRI受入国に躊躇させる戦略的
要地のネットワークを構築している事例は数多く
見られる。

このネットワークは民間セクターに軍を組み入れ、
金融、技術、貿易、開発のツールを戦略・国防目的
に利用するもので、BRIプラットフォームを中心に

据え、作戦、物流、情報のネットワーク強化を通して中国軍の戦力投射を直接支援する。これは中国
の権益増大を促すが、米国には厳しい環境を創り出すことを目的にしている。BRI関連の影響力を用
いて中国が獲得する利益は概ね米国の損失の元に成り立つもので、それらはつまり、元国防省幹部
が言うところの、「明らかに米国の戦力投射を打ち負かすことを目標とした能力の集合体」である。231

デジタル・シルクロードを利用した技術輸出、ならびに北斗衛星ネットワークの採用拡大はこの「能
力の集合体」の重要な要素である。光ファイバー・ケーブルや5G通信網など中国の技術がBRIパッケ
ージに組み入れられると、受入国の中国企業への実質的な依存度は劇的に高まる。232 中国の特色
を帯びたデジタル・ガバナンスの推進に加え、中国の技術、特に国民を監視・抑圧するツールが広く
普及すれば、非民主的として米国が糾弾するような独裁体制国家を利することになる。233 これによ
って米国の政府や企業が不利を被るだけでなく、次世代技術の水準を設定することで優位性を獲得
し、強固にする中国の力が強まる。これまでのところ、米国が対抗策（2018年に発表した2,500万ド
ルの「デジタル連結性およびサイバーセキュリティー・パートナーシップ（DCCP）」など）に充てた予
算はとても十分とは言えない。

中国はBRIが平和的で他国を傷
つける意図のない「ウィンウィン」
の構想であると主張しているが、
実際には米軍の介入にかかわる
コストを著しく増大させ、米国が

絡むアクセスや支援をBRI受入国
に躊躇させる「戦略的要地」のネ

ットワークを構築している。
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こうした新たな流れは、インド太平洋地域における政治、経済、技術、戦略エコシステムの面での中
国の支配力強化に向かっているように見える。したがって、BRIが米国に対する脅威だとしても、警戒
すべきは中国軍の強大化そのものではなく、一方的な「核心的国益」の主張に基づいて、自国の主権、
ルール、あるいは国際社会への不当な介入を押しつける中国政府の力の拡大である。中国がこの力
を行使すれば、米国主導の開かれた、ルールに基づく国際秩序にとって脅威となる。中国がアジアで
の優勢を求めてBRIをうまく利用すれば、アジアの平和と安定を保証する米国の役割は弱まる。234

中国中心の地域エコシステムへの動きは、アジアにおける中国と米国の力の均衡を根本的に変える
ことになる。「アジア人のためのアジア」を訴えた習国家主席の公式声明の数々の中には、「勢力圏」
戦略の影響が至る所に見受けられる。その影響は「アジアの必要性に応じた地域安全保障協力の新
たな枠組み」の構築という習国家主席の公約の一部を成している。235 また、米国を除外した多国間
フォーラムの形成は中国主導の地域安全保障と
経済秩序の地盤を築くための布石であり、ルール
に基づく国際秩序に大きな影響を及ぼすとみられ
る。

中国もBRIを土台とするこの新たなエコシステム
が最終的に実現する、と楽観視することはできな
い。確かに、ここ数年のインド太平洋地域に関する
米国の政策と手薄であった外交努力は、米国の大
義を支えてはこなかった。しかし、中国も計画の遂
行に障害となる対抗勢力に直面している。中国共
産党は他国が積極的に受け入れるようなグローバルな未来像を明らかにしていない。2桁台の経済
成長は徐々にその勢いを失いつつあり、COVID-19パンデミックの余波で集中的に用いられる資源は
減少している。現在の経済状況はBRIを打ち出した当初の5年間と様変わりしており、財政面、政治面
から見てこの構想に政府が巨額の資金をつぎ込むことができるかは不透明である。BRIプロジェクト
が利益を上げている例は少なく、パンデミックの打撃を受けた世界経済が問題を深刻にしている。軍
民融合を推し進めてはいるが、港湾建設にあたり規則を無視したり、手を抜いたりする開発業者もあ
り、海洋資産が中国軍の求める水準に達しないケースも考えうる。

BRIプロジェクトには、停止・廃止されたものや受入国が予算を削減したために計画段階にとどまっ
ているものもある。236 BRI受入国の多くは中国への既存債務の返済が不可能な状況にあり、中国は
自国の経済が厳しいなかで債務免除あるいは債務再編というコストが高い手法を採るか、あるいは

「債務の罠外交」という批判や地元の反発を覚悟のうえで債務返済など何らかの形で補償を強要
するか、非常に難しい選択を迫られている。237 中国はG20が決定した低所得国（主にアフリカ諸国）
を対象としたモラトリアム（債務の一時返済停止）に賛同しているが、BRI債務に対する方針は異なっ
ている。パキスタンは、すでに300億ドルの融資について返済期間の延長を要請しているが、OECDに
よってハイリスクの債務国に分類されている。ラオス、スリランカ、バングラデシュなど他の主要受入
国も同様の状況にある。中国高官は債務免除が単純ではないことを認め、中国輸出入銀行が貸し付
けている優先ローンには適用しないと述べた（同銀は1,800件以上のBRIプロジェクトに推定1,490
億ドルを融資）。238 別の中国高官は「BRIローンは対外援助ではない」と警告し、元本に加えて少なく
ともある程度の利息の回収を要求すると述べた239

BRIが米国に対する脅威だとして
も、警戒すべきは中国軍の強大化
そのものではなく、一方的な「核
心的国益」の主張に基づいて、自
国の主権、ルール、あるいは国際
社会への不当な介入を押しつけ
る中国政府の力の拡大である。
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BRIプロジェクトの受入国では、かなり前から腐敗や土地収奪から環境被害、労働者の権利、安全性
に至るまで多くの問題が提起されてきた。近隣諸国との領有権問題をめぐる中国の強硬な姿勢は、
域内で不信感と怒りを引き起こしている。高圧的な戦狼外交のもとでは、平和を重んじ友好的な大
国を目指すという中国の主張も効果がない。アフリカでの中国企業による搾取的行為は怒りに火を
付け、中国人労働者に対する激しい反発も散見される。したがって、中国が発生源と言われているパ

ンデミックが引き起こした世界的な不況のなか、資
金不足の国々に債務返済を強く迫っても相手国は
納得せず、中国のイメージと戦略を損なう可能性が
ある。

BRIプロジェクトに対する批判は受入国や警戒感を
抱く国々からだけでなく、むしろ中国国民からのも
のが多い。国内経済が打撃を受けるなか、中国国民

は米中の貿易戦争やパンデミックの影響から経済的苦境を感じており、赤字を出している大型プロ
ジェクトへの不満をインターネット上で訴える声が増えている。240 中国人の学者、エコノミスト、企業
家の多くはBRIに注ぎ込まれているリソースを国内で有効利用すべきだと論じている。241

貿易、技術、金融、戦略的要地からなる中国中心のエコシステムを創り、米国の影響力と安全保障の
後ろ盾としての役割を弱体化して、BRIの「兵器化」を実現できるかは、米中双方の選択に左右される
だろう。中国のアメとムチ戦略にBRI受入国が抵抗するためには、米国が多様な分野や地域で積極的
に関与し、信頼できるパートナーであることが前提条件である。また、立場を同じくする日本、オースト
ラリア、インド、ASEAN諸国などのインド太平洋地域のパートナーが中国の提供するものに替わる実
現可能な方策を提案できるかも重要である。

 

中国はBRIを土台とするこの新
たなエコシステムが最終的に実
現する、と楽観視することはでき
ない。中国も計画の遂行に障害

となる対抗勢力に直面している。
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X. 今後の展開：米国の対応を占う
これまで述べてきた中国の動きは、米国にとって何を意味するのであろうか。インド太平洋地域にお
いて、米国がアクセス、影響力、信頼性の面で中国と互角に渡り合う、あるいは競争に勝つ機会はま
だ多く残っている。この地域に進出したものの、中国は自らの失敗によって戦略的な勢いの減速や後
退を招く可能性があることを再三露呈している。台頭著しい中国に対して、純粋に好意的で穏やか
な見方は少ない。世論調査によれば、アジア諸国にかぎらず世界的に中国の増大する影響力に対す
る不安感は非常に強い。東南アジアでは、回答者の72%が経済、政治面で中国を最も影響力のある
国とみているが、実に85%以上がこの点を危惧している。242 BRI受入国では中国への抗議行動や抵
抗が増加しており、特にCOVID-19の流行後は中国の活発ないわゆるマスク外交にもかかわらずその
傾向が強まっている。

米国は少なくとも、インド太平洋一帯で自国の商船や軍艦が必要不可欠なサービスとアクセスを拒
否されることなく、寄港やその他の活動を問題なく遂行する力を維持しようと努力している。アシュト
ン・カーター元国防長官が述べた「国際法が許すかぎりどこでも飛行し、航行し、作戦活動を行う」と
いう米国の決意は、上空通過許可、船舶管理業務、軍駐留協定などを関係国政府が継続するか否か
に大きく左右される。243 中国への依存度が増してい
る地域では、これまで長年にわたって米国が享受し
てきた信頼できる支援と迅速なアクセスの確保が難
しくなるかもしれない。

BRIの「兵器化」が突きつけている問題は主として軍
事力が焦点ではなく、その解決方法も軍事力を中心
に据えたものであってはならない。米国の組織の中
でこの事実を最も強く認識しているのは他ならぬ米軍である。米軍のDIME政策は国力の源泉となる
互いに関連する4つの柱としてdiplomacy（外交）、 information（情報）、military（軍事力）、 econom-
ics（経済）を掲げている。したがって、外交、貿易と投資、技術、教育交流、法的手段、アイデアとデー
タの自由な流通はいずれも米国のアクセスと影響力を回復し維持するための極めて重要なツール
である。

世論調査などのデータを見ると、東アジアと南アジアにおいて地域のバランスと安定を保つ役割を
米国に求める動きが広がっていることは明らかである。しかし、一貫性、分かりやすさ、信頼性、包括
性、協調性を兼ね備えるアジア戦略を米国が示さなければ、この地域の多くの国々は中国主導の取
り決めに適合し、さらにはこれを承認するかもしれない。今のところ、「自由で開かれたインド太平洋

（FOIP）」という意欲的な理念が著しい資金不足の現状に追いつかず、多様なBRIプロジェクトを武
器に大躍進している中国にはとても太刀打ちできない状況である。インド太平洋軍司令官フィリッ
プ・デービッドソン氏は2020年3月の報告書の中で、議会に対して「現時点において、米国には自由
で開かれたアジア太平洋のアジェンダはおろか、自国の国防戦略を実行する能力も資源も不足して
いる」と警告した。244

「自由で開かれたアジア太平洋」を支援するために米国とそのパートナー諸国に求められているの
は外交、経済、軍事など多様な領域において、米国がインド太平洋諸国に持続的かつハイレベルに関

BRIの「兵器化」が突きつけてい
る問題は主として軍事力が焦点
ではなく、その解決方法も軍事
力を中心に据えたものであって
はならない。
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与し、中国が提供しているものに替わる信頼できる選択肢を構築することである。域内諸国が中国に
強いられることなく、実行可能な政策を持ち、自ら決定する環境を整えるためにこれは必要不可欠で
ある。米国が適切な政策を打ち出し、中国政府による報復を阻止すると信頼できなければ、中国に対
して恐れや怒りを抱いていても域内諸国が抵抗することは期待できない。ウィル・ロジャーズ（1875
～1935）の名言の通り、「対抗策もなしに相手を打倒することはできない」のである。

米国は単独で中国との間の均衡を図る必要はなく、また、そうすべきでもない。インド、日本、オースト
ラリア、カナダといった近隣の民主主義国家、またASEANなどの地域連合は皆、中国がBRIに基づく
エコシステムの戦略目的に必要と考えている軍事的優位性と威圧的な態度を牽制する、という面で
は利害が一致している。245 これらの立場を同じくする国家は、米国が自らの行動を理解し、自国だけ
でなくより広い地域一帯の利害に基づいて行動すると信用できれば自ずとパートナーになる。インフ

ラ分野では、協調への小さな一歩として2019年
に米国、日本、オーストラリアが主導する「ブルー・
ドット・ネットワーク」が発足した。このネットワー
クは国際基準と民間投資を推進するためにイン
フラ・プロジェクトの認証を行う。しかし、インフ
ラ・プロジェクトの認証と資金提供の間には大き
な隔たりがあり、また、インドなどの大国が参加し
ていないため影響力は限定的である。

米国、日本、オーストラリア、インドの「4カ国安全
保障対話（クアッド）」に対するインドの微妙な姿
勢は、安全保障分野でも似たような問題を提起

している。この4カ国は2017年に対話を再開し、2019年には初めての対テロ演習を実施した。もう
ひとつの新たな動きは「クアッド・プラス対話」の開始で、ベトナム、韓国、ニュージーランドが加わっ
てCOVID-19について意見を交換した。246  しかし、インドは依然としてクアッドに全面的に参加するこ
とを躊躇しており、立場を同じくする国々との思い切った政策や機能的な安全保障協力のプラットフ
ォームとしてのクアッドの拡大を妨げている。中国とインドの国境地帯をめぐる衝突がさらに悪化す
れば、インドが合同演習や訓練、あるいは軍事作戦に対する消極的な姿勢を変えるか今後の展開を
注視したい。

ただし、連携の旗印としての「反中国」に頼ることは避けるべきである。地理的関係、および通商上の
利益の面で、少なくとも名目上は中国指導部との友好関係を維持する必要がある中で、中国の封じ
込めや弱体化を目的とするグループに参加できると考える国はほとんどない。一方、環太平洋パート
ナーシップ協定（TPP）の経緯は肯定的な目標に向けた「団結力」を示している。デジタル時代にふさ
わしいハイレベルの貿易ルールの整備を目指すことで、米国とパートナー諸国は他国を引きつける
前向きな勢いを強めており、最近では中国も加盟を検討している。

米国と共に域内の規範とバランス堅持への支持を表明することに対する第三国の不安は、米中対立
が顕在化したことで高まっている。アジア諸国は米中どちらの側につくか選択を迫られることに公然
と反対しており、大国間の衝突に巻き込まれることを恐れているのも明らかである。これらの国は米
中の対立が避けられないことを受け入れ、場合によっては中国の高圧的な姿勢に対する米国の断固

中国を脅威に感じている国々で
も、米国が適切な政策を打ち出す

と確信が持てないまま中国に抵抗
することは期待できない。ウィル・

ロジャーズ（1875～1935）の名言
の通り、「対抗策もなしに相手を打
倒することはできない」のである。
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また、BRIプラットフォームを利用す 
るなどして中国が軍事資産とその
配備地域を拡大すれば、中国軍と
米軍あるいはその同盟国軍の間の
コンタクト（接触）が増加することに
なる。空中や海洋での想定外の危
険な接触は事件を招く重大なリス
クがあり、そこから危機さらには軍
事衝突へと発展する可能性がある。

とした対抗姿勢を頼もしいと思うかもしれないが、インド太平洋を両国のゼロサムゲームの舞台のよ
うに描く好戦的なナラティブには辟易している。米中関係が険悪になると、アジア諸国は米国との関
係強化を表明せず、静観の立場をとるのが通例である。

また、統合BRIプラットフォームを利用するなどして中国が軍事資産とその配備地域を拡大すれば、
中国軍と米軍あるいはその同盟国軍の間のコンタクト（接触）が増加することになる。空中や海洋で
の想定外の危険な接触は事件を招く重大なリスクがあり、そこから危機さらには軍事衝突へと発展
する可能性がある。この点からも、機能不全に陥っていた米中戦略協議メカニズムの再開が強く望
まれる。これまで、米中の高官は二国間軍事チャネルを両国の対立激化を防止するサーキットブレー
カー、ならびに安定化の要因として位置づけてきた。

前述したように、インフラ投資は中国にとって影響力を強め、中国軍の軍事作戦を容認するような環
境と戦略的優位を構築するための中心的な手段である。では、米国はこれにどう対抗できるのか。結
局のところ、BRI投資に匹敵するだけのリソースを米国が集めることは難しいだろう。これまでの経
緯から見て、早急なインフラ整備が必要な途上
国の政府が実現可能な代替案なしにBRIプロジ
ェクトを拒否することはまずない。また、米国は
事業に直接資金を投入するのではなく、民間セ
クターを利用する道を模索しているが、米国の
戦略的優位に資するようなインド太平洋地域へ
の投資や競争力のあるプロジェクトの立ち上げ
を米国企業に促すにはいたっていない。

日本とインドは、それぞれ東南アジアと南アジア
のインフラ開発で競争力の強さを証明しており、
米国との連携強化によってさらに競争力を増す
ことができよう。BRI事業を受け入れている途上
国や新興国の多くでは、プロジェクトのデューデ
リジェンス（適性評価手続）を適切に行うための資金や人的資源が不足している。米国の政府機関、
世界銀行などの多国間機関、民間企業はこうした国々が自らBRIのインフラ事業を設計し、管理し続
けるための広範な技術支援や助言サービスを当事国の政府やステークホルダーに提供できる。247 こ
うしたアプローチは、複数のインフラ事業の立て直しや国家発展戦略の構築に米国政府が貢献した
東南アジアで、すでに有効性が証明されている。248 米国際開発金融公社（USIDFC）などの機関は技
術支援や株式投資の実施などにその役割を拡大し、中国の国家主導型開発モデルに替わる民間セ
クターおよび市場主導型の方策を提供することができるだろう。249 結局のところ、中国企業が港湾
をはじめとするプロジェクトを建設・運営するにしても、その契約内容とプロセスが国際標準の透明
性、持続可能性、現地の管理権確保に沿ったものであれば、贈賄といった悪しき慣習や過剰債務を
取り除くことができるだろう。

インフラ投資の他に取り上げるべき分野は政府開発援助（ODA）である。中国のODA支出はBRI事業
への財政投資に比べると少なく、対象は主にアフリカである。一方、米国とその同盟国は一括すると
広範な地域に巨額の支援を行っている。したがって、援助国が協調を強め、的を絞った支援をすれば
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インド太平洋地域での影響力を強化できる可能性がある。インドはODAの純受益国だが、技術協力
や融資、国際機関を通じて近隣諸国に多大な援助を提供している。アジアに最大の支援を行ってい
るのは日本である。二国間支援に加え、多国間援助組織への日本の貢献は拡大の一途にある。250 経
済規模は日本ほどではないが、オーストラリアも太平洋諸島を中心に巨額の開発援助を実施してい
る。韓国もオーストラリアに匹敵する額を支出しており、ASEAN諸国へのODAを増額すると確約して
いる。それに比べ、ODAが国民総所得に占める比率で見ると、米国はOECDに加盟している30カ国
中23位である。COVID-19の影響で景気が低迷しているとはいえ、米国がインド太平洋地域への開
発援助を強化する余地は残っている。

他の重要な支援方法として、軍民のリーダーを育成するための訓練プログラムがある。米国の国防
実務家はかねてから、パートナーシップ強化のために国際軍事教育訓練（IMET）プログラムが有効
であることを認識していた。ただ、インド太平洋の戦略地政学面における重要性はIMETの資金配分

に反映されておらず、2020年度のインド太平洋全
域への配分比率は全体の20%未満にとどまった。251 
米国がこの地域との軍事的連携を強化するために
は、IMETへの支出を緊急に拡大するべきなのは明
白だ。

軍事領域以外でも、人的交流に焦点を当てた活動
は、米国の影響力を高め、二国間関係を強化する重
要な「スマートパワー」のツールである。訓練や交流
プログラムへの投資は、米国のソフトパワーをさら

に強化することになる。東南アジア若手リーダーイニシアティブ（Young Southeast Asian Leaders 
Initiative）など革新的な人的交流プログラムは、社会のあらゆる分野において米国に対する友好的
姿勢や支援を生み出す。同様に、アジアにおけるフルブライト・プログラムのような学術交流は、米国
の価値観と国益を推進するうえで極めて費用対効果の高いツールであることが証明されている。し
かし、中国政府は50万人近くの留学生を受け入れ、その大半に公的補助金を出している一方、米国
の2021年度予算案は教育・文化交流への配分額の約60%削減を打ち出している。252

ハイスタンダードなTPPからの離脱および東アジア地域包括的経済連携（RCEP）協定への不参加に
より、インド太平洋地域経済における米国の存在感が薄れていることは間違いない。中国はこの地
域のほぼ全ての国々にとって最大の貿易相手国であり、多国間貿易協定への米国の不参加を有利
に利用する構えである。253 インド太平洋地域へのFDIの累計総額では米国が中国をはるかに上回っ
ているが、域内諸国では米国ではなく中国を圧倒的な経済大国とみなす傾向が強まっている。254 米
国をはじめとする市場経済国は、経済性よりも戦略的な理由での投資を命じることができる国営企
業を欠いているため、構造的にも不利な状況で活動せざるをえない。しかし、戦略的に重要な国や
地域との貿易や投資を推進する方策もある。具体的には、米国際開発金融公社（USIDFC）に加え、
大統領訪問に大手企業代表団を随行させる、あるいは米国とアジア太平洋地域の新興企業からな
る起業家サミットを開催するといったオバマ政権下で成功を収めた手法などがある。

最後に外交の重要性も忘れてはならない。ジム・マティス元国防長官が議会で「国務省に十分な資
金を提供しなければ、最終的にはもっと弾薬を買う必要がある（外交活動に十分な資金を投入しな

中国との外交交渉も諦めるべき
はない。持続的なハイレベルの
戦略対話は、限度を設け、争い

を防ぎ、誤解を解き、信頼を醸成
し、リスクを軽減するうえで不 

可欠なツールである。
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ければ、最終的に軍備を増強することになる）」と述べたことはよく知られている。二国間あるいは多
国間の積極的な外交はアジア太平洋地域のバランスを維持するために不可欠であり、大使が空席の
国には後任を送り込む必要がある。アジア太平洋経済協力（APEC）、ASEAN、東アジア首脳会議など
の地域フォーラム、またメコン河下流域開発（LMI）や環インド洋連合（IORA）といったサブリージョナ
ルな組織において、ハイレベルな代表派遣と積極的な関与は不可欠である。このような会合や組織
は米国政府にとって自国の方策を示し、中国のメッセージに対抗し、域内関係と米国の影響力を強
化する機会となる。持続的なハイレベルの関与は国際ルールに基づく秩序維持に重要な役割を果た
す。

言うまでもなく、貿易紛争や基地への資金援助といった本来回避可能の問題を同盟国との間に抱え
ていれば、インド太平洋地域におけるアクセスと支援をめぐる中国との争いに勝つ上で米国が不利
な状況に置かれ続ける。こうした問題は通常の交渉によって解決でき、またそうすべきである。中国
との外交交渉も諦めるべきはない。持続的なハイレベルの戦略対話は、限度を設け、争いを防ぎ、誤
解を解き、信頼を醸成し、リスクを軽減するうえで不可欠なツールである。さまざまなレベルにおいて
両軍の対話が機能することが、危機回避と危機管理にとって最も重要である。米国はこのようなツー
ルを捨て去るべきではない。
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